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平成20年９月８日（月曜日)

議事日程第２号

　平成20年９月８日（月曜日）

　　　　開　　　議　　　午前10時

　第１　議会運営委員の選任について（報告）

　第２　一般質問

　　　　　質　問

　　　　　応　答

　　　　散　　　会

本日の会議に付した事件

　日程第１　議会運営委員の選任について

　日程第２　一般質問

１．八木橋　雅　孝　君

　(1)　地方分権に対する市長の考え方について

　(2)　市役所内の不祥事に際し、市長の責任のとり方は極めて甘いのではないか

　(3)　退職職員の天下り人事は誰がどういう基準で決めているのか

　(4)　退職職員の再任用制度や定年延長は、民間の動向を見ながら「先憂後楽」の精神で

　　行うべきではないか

　(5)　市道長根山３号線（東台五丁目地内）の側溝改良と舗装を施行してほしい

　(6)　市道長根山３号線及び４号線と東バイパスとの交差点に信号機を設置してほしい

　(7)　市道東台４号線は雨が降ると一面大きな水たまりができ、歩いても自転車でも通行

　　が困難。早急に舗装と側溝を整備してほしい

　(8)　新町長根山線の東台地内の歩道はでこぼこや亀裂が激しく、自転車や高齢者などの

　　歩行に不適。早急に舗装のし直しをしてほしい

　(9)　市道長根山１号線は幹線道路でありながら損傷が著しく、その時々の補修では限界。

　　早急に全面舗装を施行してほしい

　(10)　ことしの４月１日に廃止となった消防東分署の利活用について

　　①　現状では単一町内の小さな会合などにしか利用できない

　　②　１階事務室と和室の間仕切りを撤去すれば使用頻度はかなり向上すると思われる

　　　が、撤去していただきたい

　(11)　秋田内陸線について、隣接自治体として存続に向けての応援はできないか
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　　　　・　小坂町の小坂鉄道再生にかかわる調査費計上について

　　２．安　部　貞　榮　君

　　　(1)　滞在型観光の取り組みについて

　　　　①　滞在型観光振興策が市民によく見えていない、どんな取り組みを行っているのか。

　　　　　今後の取り組みの発展をどう考えているのか

　　　　②　地域生活者に主眼を置き地域にあるあらゆる資源を市民とともに磨き個性を生か

　　　　　した観光または交流のまちづくり基本計画を策定する考えはないか

　　　(2)　農業の生産資材高騰対策について

　　　　①　農業の生産資材等の高騰額が、水田であれば10アール当たりの平均では幾らにな

　　　　　る見通しなのか

　　　　②　農業の生産資材等の高騰が管内経済活動にどういう影響を与えるのか、具体的に

　　　　　明らかにされたい

　　　　③　循環型農業に転換する場合のコンポストセンターなどから生産される有機堆肥等

　　　　　がどの程度必要になるのか。また、管内の生産施設でその必要量が確保されるのか

　　　　④　国や県に対する対応策をどのように考えているのか

　　　(3)　大町地区とその周辺の再生整備について

　　　　①　新たに居住する人を呼び込む環境にないという状況から考えて、大町市営住宅建

　　　　　てかえに当たって、最低限半径500メートル範囲内のすべての住民・団体との話し

　　　　　合いが必要と考えるが、これがどのように行われてきたか

　　　　②　大町の市営住宅建設はＰＦＩ的な方式で行うとしても、大町地区とその周辺の再

　　　　　生整備の一環と考えれば、建設事業主体の構成員に地区の住民や団体などの参加を

　　　　　どう考えているか

　　　　③　大町市営住宅建設事業費及び住宅使用料・敷地料など市の負担計画はどうなって

　　　　　いるのか

　　　　④　新町・向町・中町の市営住宅の建てかえ計画は何年度にどういう形で行うのか

　　　　⑤　旧正札の施設は合併前の平成17年度に市が取得したものだが、その利用目的はど

　　　　　ういう内容であったのか。今後この貴重な施設をどういうふうにしようと考えてい

　　　　　るのか

　　　　⑥　歩いて暮らせるコンパクトシティの実現を図るとすれば、その全体計画を市民に

　　　　　示すべき

　　３．田　中　耕太郎　君

　　　(1)　大館能代空港について

　　　　①　地方路線の運休・撤退が決まっている。このような状況をどう感じているのか

　　　　②　生き残りにかける基本戦略をどう考えているか
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　　　　③　行政側にも行動を前面で実践できるセクションを設けてしかるべき

　　　(1)　ＰＦＩ方式導入による大町市営住宅建てかえ計画について

　　　　①　今後の市営住宅のあり方について

　　　　②　管理運営費を税負担することが適切なのか。また、用地は無償貸与するのか、用

　　　　　地買収費をも含めた事業になるのか

　　　　③　ＰＦＩ方式実施に係る業者選定の基本的な考えについて

　　４．小　畑　　　淳　君

　　　(1)　扇田地区の雨水処理と二井田堰のかかわりについて

　　　　・　長年にわたり扇田地区の雨水処理の大半を二井田堰という用水路に依存してきた

　　　　　構造を抜本的に見直すべき

　　　(2)　市立病院について

　　　　①　今後の経営状況の見通しと対策について

　　　　②　公立病院改革プランの策定について

　　　　　〇　どのような認識でプランを策定するのか

　　　　　〇　プラン策定までのスケジュールについて

　　　　　〇　外部有識者の助言を得ながら全庁挙げての対応が必要と思うが、策定に当たっ

　　　　　　ての体制・メンバーについて

　　　(3)　財政について

　　　　・　平成21年度、22年度対策を含めた今後の財政見通しについて

　　５．佐々木　公　司　君

　　　(1)　防犯メールについて

　　　　・　適宜活用することは防犯面で有効と考えるが

　　　(2)　あきた子育て緊急サポートネットについて

　　　　・　少子化対策の一助となるものと考えるが、こういう仕組みづくりができないか

　　　(3)　がん征圧月間の取り組みについて

　　　　・　啓発と周知徹底について

　　　(4)　異常気象による災害対策と地球温暖化への取り組みについて

　　　　・　低炭素社会づくりに向けた環境モデル都市を宣言し、環境モデルを目指した取り

　　　　　組みを発信する考えはないか

　　　(5)　大館能代空港の利用促進について

　　　　①　大阪便の初の２便化はどうであったのか

　　　　②　開港10周年。今後の展望について

　　　(6)　観光資源と観光振興について

　　　　①　文化観光講演会を踏まえた観光振興について市長の考えは

イ

ウ

ア
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市 長

副 市 長

副 市 長

総 務 部 長

総 務 課 長

防 災 対 策 室 長 補 佐

財 政 課 長

市 民 部 長

産 業 部 長

建 設 部 長

小　畑　　　元　君

長　岐　利　堅　君

吉　田　光　明　君

齋　藤　　　誠　君

長谷川　文　悦　君

大　黒　文　平　君

大　友　隆　彦　君

花　田　鉄　男　君

中　山　吉　行　君

近江屋　和　男　君

　　　　②　観光圏整備法の活用は

出席議員（29名）

　　　　　　　　　　１番　　小棚木　政　之　君　　　　　　２番　　武　田　　　晋　君

　　　　　　　　　　３番　　佐　藤　照　雄　君　　　　　　４番　　小　畑　　　淳　君

　　　　　　　　　　５番　　佐　藤　一　秀　君　　　　　　６番　　中　村　弘　美　君

　　　　　　　　　　７番　　畠　沢　一　郎　君　　　　　　８番　　伊　藤　　　毅　君

　　　　　　　　　　９番　　藤　原　　　明　君　　　　　　10番　　千　葉　倉　男　君

　　　　　　　　　　11番　　佐　藤　久　勝　君　　　　　　12番　　仲　沢　誠　也　君

　　　　　　　　　　14番　　石　田　雅　男　君　　　　　　15番　　虻　川　久　崇　君

　　　　　　　　　　16番　　藤　原　美佐保　君　　　　　　17番　　笹　島　愛　子　君

　　　　　　　　　　18番　　明　石　宏　康　君　　　　　　19番　　吉　原　　　正　君

　　　　　　　　　　20番　　佐々木　公　司　君　　　　　　21番　　武　田　一　俊　君

　　　　　　　　　　22番　　安　部　貞　榮　君　　　　　　23番　　八木橋　雅　孝　君

　　　　　　　　　　24番　　田　中　耕太郎　君　　　　　　25番　　田　畑　　　稔　君

　　　　　　　　　　26番　　富　樫　安　民　君　　　　　　27番　　相　馬　ヱミ子　君

　　　　　　　　　　28番　　高　橋　松　治　君　　　　　　29番　　奥　村　隆　俊　君

　　　　　　　　　　30番　　斉　藤　則　幸　君　

欠席議員（なし）

欠　　員（１名）

説明のため出席した者
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比 内 総 合 支 所 長

会 計 管 理 者

病 院 事 業 管 理 者

市立総合病院事務局長

消 防 長

教 育 長

教 育 次 長

選挙管理委員会事務局長

農業委員会事務局長

監 査 委 員 事 務 局 長

仲　谷　正　一　君

本　間　　　勲　君

佐々木　睦　男　君

小　林　雪　夫　君

菅　原　博　昭　君

仲　澤　鋭　蔵　君

斎　藤　貢　一　君

伊　藤　哲　雄　君

三　浦　秀　明　君

松　江　正　和　君

本　多　和　幸　君

長　崎　憲　昭　君

小　玉　　　均　君

畠　沢　昌　人　君

金　　　一　智　君

佐々木　　　仁　君

事務局職員出席者

事　　 務　　 局　　 長

次　　　　　　　　　長

係　　　　　　　　　長

主　　　　　　　　　査

主　　　　　　　　　任

主　　　　　　　　　任
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午前10時00分　　開　　議

○議長（虻川久崇君）　出席議員は定足数に達しております。

　よって、これより本日の会議を開きます。

　本日の議事は、日程第２号をもって進めます。

日程第１　議会運営委員の選任について　

○議長（虻川久崇君）　日程第１、議会運営委員の選任についてを議題といたします。

　議会運営委員会委員に欠員が生じましたので、大館市議会委員会条例第８条第１項の規定に

基づき、９月２日、議長の指名により、３番　佐藤照雄君を選任いたしましたので御報告いた

します。

日程第２　一般質問

○議長（虻川久崇君）　日程第２、一般質問を行います。

　一般質問の質問時間は、再質問を入れて、１人40分以内と定めます。

　質問通告者は９人であります。

　質問の順序は、議長において指名いたします。

○議長（虻川久崇君）　最初に、八木橋雅孝君の一般質問を許します。

〔23番　八木橋雅孝君　登壇〕（拍手）

○23番（八木橋雅孝君）　おはようございます。いぶき２１の八木橋雅孝でございます。質問

に入ります前に、去る８月13日、突然御逝去されました故桜庭成久議員のみたまに謹んで哀悼

の意を表します。志半ばにして病に倒れ長逝されましたことは、御本人にとってもさぞや無念

だったに違いありません。その心中を思うとき、深い同情の念を禁じ得ません。ここに故桜庭

成久議員のみたまの安らかならんことをお祈り申し上げるものであります。それでは通告に従

いまして、順次、一般質問をさせていただきます。

　(1)地方分権に対する市長の考え方についてであります。新聞報道によりますと、大館市長と

能代市長が去る７月30日に国道と河川の国直轄事業の継続を国などに対して要望したことにつ

いて、「寺田知事が「分権に逆行した行為だ」と批判した」という記事が掲載されておりまし

た。私は知事の回し者でも何でもありませんが、この件では知事の方に軍配を上げたい思いで

あります。地方分権に熱心な全国の首長の中には、国から権限を分けてもらう地方分権ではな

く地方みずから主権を確立するという意味において、地方主権の確立を訴える首長もいるくら

いであります。私も、地方分権ではなくて、地方主権の確立といった考え方にもろ手を挙げて

賛成するものであります。分権に伴って金も人も地方に求めることを要望するのならまだしも、
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国直轄事業の継続をお願いするなど、どう考えても私には理解できないのであります。市長の

真意をお尋ねいたします。

　(2)市役所内の不祥事に際し、市長の責任のとり方は極めて甘いのではないかということに

ついてであります。市長は、２度にわたるボイラー事故の責任をとるとして、本年３月定例会

で給料10分の１の減額、１カ月をみずからに科しております。私はそのとき、直感的に低過ぎ

ると感じたのであります。私の感覚では給料10分の１の減額、３カ月分ぐらいが妥当な線だと

思ったからであります。また、給料10分の１の減額１カ月を決めたその根拠を聞いたときも驚

きました。それは昭和51年と平成９年の職員の不祥事の際の責任のとり方を参考にして決めた

とのことでありました。市民の行政を見る目がこれほど厳しくなっている現在、32年も前の事

例を参考にするという、まさに役所の前例踏襲主義には、あきれて言葉も見つかりません。ボ

イラー事故を機に、市長みずからの責任のとり方について、過去の処分内容にとらわれず、市

民世論に耐え得る新たなあり方を考えたいただきたいものであります。市長は事あるごとに｢最

終責任は自分にある｣と言いながら、これまで潔くみずから責任をとったことが果たしてあっ

たのかどうか、私は記憶にありません。ことしに入って相次いだ事務的なミスは、地方紙に「非

常事態」とさえ表現されております。しかしながら、市長は再発防止のための会議を指示した

だけであります。そして、その後にもミスは起き続けております。不祥事の内容が違いますの

で単純に比較はできませんが、男鹿市の佐藤市長は、常にみずからに厳しい処分をしてきてお

ります。ぜひ参考にしてほしいものだと考えるものであります。

　(3)退職職員の天下り人事は誰がどういう基準で決めているのかということについてであり

ます。ことしもまた、退職職員の天下りが堂々と行われております。天下り場所は、市の出先

機関であったり、事業団であったり、市から補助金を受けている団体であったりとさまざまで

あります。民間の景気が低迷し就職先がなかなか見つからないで苦労している一般市民をしり

目に、なぜ市の退職職員だけがこうも優遇されているのか不思議に思い、不満を感じている市

民は大勢いると思います。退職職員の天下り人事を誰がどういう基準で決めているのか、市民

の誰もが納得のいく答弁を求めるものであります。

　(4)退職職員の再任用制度や定年延長は、民間の動向を見ながら「先憂後楽」の精神で行う

べきではないかということについてであります。再任用制度や定年延長は、法の改正もあり

時代の趨勢なのかもしれません。しかし、民間が不景気にあえぎ、会社の倒産が相次ぐ現状の

中では、民間に先んじて実施に踏み切る必要は全くないと私は思うのであります。「先憂後楽」

すなわち「民に先んじて憂い、民に後れて楽しむ」は為政者のあるべき姿であり、公僕たる市

職員の理念であってほしいものであります。市長の御所見をお尋ねいたします。

　次に、５番目であります。市道長根山３号線（東台五丁目地内）の側溝改良と舗装を施行

してほしいということについてであります。東台地区は第１種住宅地に指定されながら、道

路を初めとした生活環境の整備は著しくおくれており、早急な対応が望まれているところであ
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ります。東台地区の要望の中には、私が初めて当選した25年も前から要望し続けてきた道路問

題も含まれております。担当部署にお願いに行きますと「東バイパスができれば、それに合わ

せてきちんと整備するから」と、砂利敷きだけで何度我慢させられてきたことか。その回数は

はかり知れません。市道長根山３号線もそのような一つであります。真ん中側溝の道路で側溝

自体も相当破損しております。また、アスファルト舗装の部分もかなり傷んでおります。子供

たちの通学路にもなっており、早急に整備してほしい道路であります。

　(6)市道長根山３号線及び４号線と東バイパスとの交差点に信号機を設置してほしいという

ことについてであります。東バイパスが完成してから目に見えて車の通行がふえております。

また、車のスピードも以前とは比べ物にならないくらいアップしております。子供たちの通学

路でお年寄りも多い地域でもあり、バイパスを横断するのにも危険が伴っております。せめて

手押し信号でも設置してほしいという地域の切実な要望であります。ぜひとも実現していただ

きたい、こうお願いするものであります。また、昨年12月の一般質問で要望いたしました長根

山１号線交差点の信号機の取りかえといいますか、正規の信号機にしてほしいということをお

願いしたわけでありますが、その後の経過をお知らせいただければ幸いであります。

　(7)市道東台４号線は雨が降ると一面大きな水たまりができ、歩いても自転車でも通行が困

難。早急に舗装と側溝を整備してほしいということについてであります。この道路も長年砂

利敷きで対応してきた道路であります。市長、どうか一度雨の降った日に現地を見てください。

百聞は一見にしかず。現場を見れば、これが市道であるとはとても恥ずかしくて言えなくなる

こと間違いありせん。早急な整備をお願いするものであります。

　(8)新町長根山線の東台地内の歩道はでこぼこや亀裂が激しく、自転車や高齢者などの歩行

に不適。早急に舗装のし直しをしてほしいということについてであります。東西に走るこの

道路は、まさにメーン道路であり、人も自転車も一番多く通る道路だと思われます。この道路

の新町から鳳鳴高校までは道路の両側に歩道がありますが、鳳鳴のグラウンドから先、すなわ

ち東台地区には道路の北側にしか歩道はありません。したがって、東台地区の子供たちや住民

が自転車や徒歩で学校に行くにも町の中心部に向かうにも、この歩道を利用するしかないわけ

であります。このメーン道路の歩道には、でこぼこや亀裂があちこちにあって非常に歩きにく

い現状にあります。これも一度見ていただければ、おわかりになられると思います。自転車や

歩行者が亀裂などにつまずいて転倒しないとも限りません。そういう事故が起きる前に早急に

整備をしてほしいのであります。

　(9)市道長根山１号線は幹線道路でありながら損傷が著しく、その時々の補修では限界。早

急に全面舗装を施行してほしいということについてであります。この道路は、陸上競技場正

面入り口から鳳鳴高校の旧裏門までの道路であり、道路の幅も広くバス通りにもなっておりま

す。平成７年の下水道供用開始以来、各家々から下水道の本管への接続のための工事によるで

こぼこや毎年春先の道路破損の補修跡などで、まるで継ぎはぎだらけの幹線道路になっており
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ます。もはやその時々の補修では限界であり、全面的な舗装を行ってほしいものであります。

　(10)ことしの４月１日に廃止となった消防東分署の利活用についてであります。この旧東分

署の建物は、現状では単一町内の小さな会合などにしか利用できません。それは、建物の割

にそれぞれの部屋が小さ過ぎてたくさんの人数を収容できないからであります。

　せめて１階事務室と和室の間仕切りを撤去すれば、それなりの人数の会合などに利用でき、

使用頻度はかなり向上すると思われます。ぜひこの間仕切りを撤去していただきたいと強く

お願いするものであります。昨年９月の定例議会において東台地区振興会から提出されており

ました東台地区支援センター（仮称）の建設についての陳情が趣旨採択されております。この

陳情採択に基づいて新たな建物を建てるとすると莫大な費用がかかるわけであります。そのか

わりとして旧東分署を少しずつ手直ししながら活用することは、まさに一石二鳥であると考え

るものであります。

　(11)秋田内陸線について、隣接自治体として存続に向けての応援はできないかということに

ついてであります。秋田内陸線につきましては、今その存廃が盛んに議論されているところで

あります。この路線は県北と県南地区を結ぶ大変貴重な鉄道路線であり、廃止せずに何として

も残すべきであると私は思っております。この種のローカル線が一たん廃止されますと、もう

一度復活させるのが非常に難しいということは全国各地の例を見ても明らかであります。そこ

で、隣接する自治体である大館市として存続のために何かできないかということについてお尋

ねしたいのであります。例えば、今は鷹巣駅が北の発着起点となっておりますが、これを大館

駅発着にできないかということが一つございます。そうすればおのずと花輪線ともつながりま

すし、今は休止中の小坂線がもし復活するならば、小坂線とも連結することになり夢は一気に

膨らみます。すなわち、北の十和田湖と南の田沢湖を結ぶ夢の観光路線ができ上がることにな

ります。折しも、小坂町がこの７月、小坂鉄道再生にかかわる調査費を262万円計上しており、

あながち夢物語に終わるとも限りません。ぜひとも実現させたいプランであります。小坂町の

小坂鉄道再生にかかわる調査費計上についての市長自身の御所見もあわせてお尋ねして、私

の一般質問を終わらせていただきます。（拍手）（降壇）

〔市長　小畑　元君　登壇〕

○市長（小畑　元君）　ただいまの八木橋議員の御質問にお答えいたします。

　１点目、地方分権に対する市長の考え方についてであります。議員御指摘のとおり、政府

の地方分権改革推進委員会の第１次勧告を受け、国では一定の条件を満たす直轄国道や都道府

県内で完結する一級河川に関する権限につきましては、原則として都道府県に移管するとして

おります。しかしながら、国道７号は４県を縦断する基幹道路であり、そうした大規模な施設

に限っては国で責任を持ってきちんと管理していただくべきであると思っております。各種の

会合などで他の首長と意見交換をする機会がありますが、同じ考えを持っている方が非常に多

く、国においてもその方向で検討されることを強く期待するものであります。地方分権は、国・
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県・市町村の役割を明確にし、住民に身近な行政に関する企画・決定・実施を地方自治体が一

貫して行うことを目的としていると認識しており、このたびの要望はこれにのっとったものと

考えております。本市は現在、市民サービス向上の観点から人件費等で過大な経費負担となら

ない範囲で事務事業を選定し、現段階で県から52項目の権限移譲を受け入れており、本市の移

譲率は58％と県平均の38％を大幅に上回り、県内25市町村中４番目に高い率となっております。

今後も、常に地方自治の理念に立ち返り、市民の負託にこたえることができるよう地方分権の

確立を目指してまいりますので、御理解をお願いいたします。

　２点目、市役所内の不祥事に際し、市長の責任のとり方は極めて甘いのではないかという

ことでありますが、本年２月のボイラー室火災における私自身の処分につきましては、市民に

御心配と御迷惑をおかけしたこと、また、市の信用を大きく失墜させたことに関し市長として

管理監督責任を強く感じ、４月分の給料を10分の１減額としたものであり、その根拠としまし

ては、過去の類似する処分例を参考としたものであります。議員御指摘のとおり、県内には、

職員の不祥事に際しその都度みずからの減給処分を科している市があることは承知していると

ころでありますが、本市における一連のミス等とは、その内容の軽重が大分異なるものである

と認識しております。また、私の処分に関し参考とする本市の事案が余りなく、事案も古過ぎ

る、あるいは処分の内容が甘過ぎるのではとの御意見につきましては、今後、本市の事案のほ

か県内他市における首長の処分例も参考とし、厳正に対処してまいりたいと考えております。

これからも、市長として常に市の最高責任者であることを自覚しながら職員の先頭に立ち、緊

張感・危機意識を持って職務に当たってまいりますので、御理解を賜りますようお願い申し上

げます。

　３点目、退職職員の天下り人事は誰がどういう基準で決めているのかについてであります。

市では現在、行財政改革の一環として、職員定員適正化計画に沿った職員の削減を進めており

ます。その中で、出張所や福祉センターなど公務員としての知識・経験等を特に必要とする業

務・職場に限り、必要最小限の範囲内で再雇用をしており、定年延長や職員削減に伴う減員補

充として行っているものではありません。また、身分や待遇は臨時職員等と同等としておりま

す。選考に当たりましては、退職前の勤務実績や健康状態なども十分調査し、業務の効率的な

運営を図るために必要な技術・資格・能力等を持っている職員を採用しておりますので、御理

解をお願いいたします。

　４点目、退職職員の再任用制度や定年延長は、民間の動向を見ながら「先憂後楽」の精神

で行うべきではないかということであります。高齢者等の雇用の安定等に関する法律が施行

され、民間では定年年齢を平成25年度までに段階的に65歳まで引き上げることが求められてお

り、昨年11月時点で、市内の８割以上の民間企業が60歳以上の継続雇用の実施に踏み切り、今

後さらに普及するものと見込まれております。市では、３月定例会において職員の再任用に関

する条例を御承認いただいたところでありますが、今後、市の職員についても再任用制度を適
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用していく必要が生じてくることから条例の整備を図ったものであります。現在、平成22年度

までの職員定員適正化計画を推進しておりますが、23年度からの新たな計画の策定に当たりま

しては、行財政改革による職員の削減枠・新規採用枠、再任用制度による退職職員の雇用枠を

総合的に判断してまいりたいと考えております。いずれにいたしましても、民間の実施状況を

詳しく調査し、その動向を踏まえながら再任用制度による退職職員の雇用枠の設定を行ってま

いりますので、御理解をお願い申し上げます。

　５点目、市道長根山３号線（東台五丁目地内）の側溝改良と舗装を施行してほしいという

ことでありますが、市道長根山３号線を含め東台五丁目地区では、現在、公共下水道の整備を

実施しており、下水道工事の復旧作業として舗装を行っております。このため、この道路の舗

装整備につきましては、下水道事業の進捗状況を見きわめながら、舗装状態の悪い箇所につい

て補修を行ってまいりたいと考えております。また、側溝の整備につきましては、現時点での

全面的な改良は難しいことから、ふたの取りかえや破損部分などの補修で対応したいと考えて

おりますので、御理解をお願いいたします。

　６点目、市道長根山３号線及び４号線と東バイパスとの交差点に信号機を設置してほしい

ということでありますが、市では、東バイパスの整備に当たり、交通量が大幅に増加すること

や道路が４車線化となるため、秋田県公安委員会と大館警察署へ信号機の設置や横断歩道の確

保等、安全対策の充実を要望してまいりました。御質問の東台七丁目地内の市道長根山４号線

との交差点につきましては、片側２車線の開通に合わせて信号機を設置していただくよう要請

中であります。また、長根山３号線との交差点につきましては、地域住民・関係機関とも協議

しながら信号機を含め、安全対策を検討してまいります。東台四丁目地内の市道長根山１号線

との交差点の押しボタン式信号につきましては、感知式の信号に改良するよう要望しておりま

すが、新設されたばかりであり、近々の変更は困難であると思われます。本市が要望している

信号機の設置箇所は相当数でありますが、県内で新設されるのはかなり少ない状況であり、い

ずれ粘り強く交渉してまいりますので、御理解をお願い申し上げます。

　７点目、市道東台４号線は雨が降ると一面大きな水たまりとなり、歩いても自転車でも通

行が困難。早急に舗装と側溝を整備してほしいということでありますが、市道東台４号線に

つきましては、幅員が大変狭く、また、砂利道のため車両の通行により穴ができやすく、降雨

の際には水たまりができる状況となっており、砂利を随時補充するなどの対応をしてきたとこ

ろであります。側溝整備と舗装を実施するためには、緊急車両の通行や冬期間の通行を考えま

すと道路の幅員が４メートル以上あることが望まれるところであり、沿線の土地を寄附してい

ただくことが必要となります。同じような状況であった市道長根山４号線においては、何度も

話し合いを重ね、土地の寄附をいただき、このたび舗装整備を終えたところであります。市道

東台４号線につきましても、市と町内会そして土地所有者との話し合いの場を持ちながら、よ

りよい解決方法を探ってまいりたいと考えておりますので、御理解をお願いいたします。　
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　８点目、新町長根山線の東台地内の歩道はでこぼこや亀裂が激しく、自転車や高齢者など

の歩行に不適。早急に舗装のし直しをしてほしいということでありますが、新町長根山線は、

都市計画街路として30年ほど前に建設された道路で、市の中心部から長根山運動公園へのアク

セス道路として重要な幹線道路であります。また、歩道に植樹されたイチョウは都市景観にお

ける緑の財産となっており、歩行者や沿線住民に潤いと安らぎを与えております。しかしなが

ら、道路完成後30年ほどが経過し、イチョウの根が歩道面を押し上げ、アスファルトに部分的

な亀裂が生じているところもあることから、このような箇所につきましては補修し歩行者が安

心して通行できるようにしてまいりますので、御理解をお願いいたします。

　９点目、市道長根山１号線は幹線道路でありながら損傷が著しく、その時々の補修では限

界がある。早急に全面舗装を施行してほしいということでありますが、市道長根山１号線は

幅員が広く、路線バスも通行するなど幹線道路として重要な役割を果たしております。さらに、

昨年、東バイパスの開通により長根山運動公園などへの通行量が増加しております。さて、全

面舗装の御要望についてでありますが、この道路は舗装面積が非常に大きいことから事業費も

相当なものになると考えております。このため年次計画を立てて補修してまいりたいと思って

おりますが、その際には路盤を改良し安心して通行できる道路として整備してまいりますので、

御理解をお願いいたします。

　10点目、ことしの４月１日に廃止となった消防東分署の利活用について。①現状では単一

町内の小さな会合などにしか利用できない、②１階事務室と和室の間仕切りを撤去すれば利

用頻度はかなり向上すると思われるが、撤去していただけないかというこの２点につきまし

ては、関連がありますので一括してお答え申し上げます。ことし４月１日に廃止といたしまし

た消防署東分署につきましては、大館市消防団第１分団の車庫として再利用するとともに、コ

ミュニティー防災の拠点として位置づけ、この春に議員にも参加いただいて行いました総合防

災訓練においても、その核となる施設として機能いたしました。一方、地域の要望にこたえ、

東台の各町内会や東台地区振興会の会合場所としても利用していただいているところでありま

すが、議員御指摘のとおり、使い勝手で御不便をおかけしている面もありますので、まずは間

仕切り撤去が強度的に可能かについて調査を実施し、その結果により改めて地域の皆様と話し

合いをしながら進めてまいりたいと考えております。

　11点目、秋田内陸線について、隣接自治体として存続の応援はできないか。特に小坂町が

この７月、小坂鉄道再生にかかわる調査費を計上しているが、これとドッキングさせるアイ

デアなどは考えられないかということでありますが、秋田内陸線は、森吉山・小又峡・太平

湖に代表される奥森吉の風光明媚な観光地を縫うように走る、県北・県南内陸部を結ぶ唯一の

鉄道であり、観光上も大きな役割を担っているものと認識しております。内陸線の存続につき

ましては、本市としても乗車率の向上に向け、観光客誘致のための北秋田地域振興局主催事業

や沿線におけるイベント等への協力をしてきているところであり、今後も、県北・仙北地区が
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一体となって取り組んでまいりたいと考えているところであります。小坂鉄道の再開と旅客部

門の復活につきましては、６月定例会でもお答えしておりますように、小坂町が鉄道の調査を

コンサルティング会社に依頼しておりますが、詳しいことにつきましては今後のことになると

思っております。しかしながら、旅客部門の再開となりますと、安全性の確保などから相当の

初期投資と維持管理費が必要であり、議員御提言の秋田内陸線とのドッキングにつきましても、

まずは小坂線の旅客部門の動向を見きわめることが必要であると考えておりますので、御理解

をお願いいたします。

　以上であります。よろしく御理解を賜りますようお願い申し上げます。（降壇）

○23番（八木橋雅孝君）　議長、23番。

○議長（虻川久崇君）　23番。

○23番（八木橋雅孝君）　何点かにつきまして、再質問させていただきます。まず市長の責任

のとり方についてでありますが、ただいまの答弁で、今までのように32年も前の事例を参考に

するようなことなく新たな考えで責任のとり方を検討するというふうな解釈でよろしいのかど

うか、これは確認しておきたいと思います。それが１点であります。それから同じところの第

２点でありますが、ことしに入って相次いだ事務的なミス、これは確かに男鹿市の事例とは全

く単純比較できないぐらい軽微なものであることは間違いないと思います。しかしながら、こ

の小さなミスがなぜこんなに続いたのかということを考えたとき、やはり、市長の５選目で副

市長を２人置いて、かなりの部分を代理させておって、市庁内全体の中にすきができたのでは

ないか、要するに緊張感が欠ける部分があったのではないか、こういうことから私はお尋ねし

ておるわけであります。こういう小さいミスだからということを、これを簡単に考えておりま

すと、これが積もり積もって大きいミスにつながりかねない、私はそのことを最も危惧するも

のであります。その点につきまして、軽微なミスというふうに見過ごしていいのかどうか、私

は見過ごしてはならないと考えるものでありますが、その点について、市長のお考えをお尋ね

したいと思います。

　それから、天下り人事についてでありますが、市の職員をこれらの天下り人事の当事者とし

て充てないで、一般公募してみてはどうか、私はこう思います。民間の中にも優秀な人間はた

くさんおるのではないかと思っております。退職した職員を充てるよりは、一般公募して民間

の力を、目をこの中に入れることによって、私は、その機関・施設がむしろ活性化していくの

ではないか、こういうふうに思っております。それから、市長自身は、資格や能力を持った者

を採用しているというような今の答弁でありましたけれども、実際問題と違っている答弁だと

思います。例えば福祉施設の長、全く資格がなくて、長になりながら勉強していろいろな講習

を受けて、その後に、天下り先で、後で資格を取るような勉強をして、資格を取っているのが

現状ではないでしょうか。もともと資格がある人を配置されているというのは、市長の、表現

が悪いのですが、誤った、ごまかすとは言いませんが、間違った答弁ではないでしょうか。そ



－35－

この点、確認したいと思います。

　それから、再任用や定年延長のことに関しまして、民間でも80％以上が実施しているという

ふうな答えでありましたけれども、これは、私の記憶では、民間の全事業所を対象にしたもの

ではなくて、ある一定規模以上、確か51人以上の事業所を対象にした数だと私思っております。

果たしてこの大館市内にこういった51人以上の事業所が何軒あるのか、何カ所あるのか。そう

いったところと比べるのではなくて、本当に零細企業のような、細々と家族だけでやっている

ような事業所、そういったところを見ていただきたい。こういう大きいところと比べて、確か

に市役所もかなりの人数の職員がおりますので大きい事業所というふうにも言えますが、私は、

もっと小さい事業所の現状を見ていただきたい。そういった中で、この先憂後楽というふうな

形で行っていただきたいという要望であります。それらについてもお答えいただきたいと思い

ます。以上でございます。

○市長（小畑　元君）　議長。

○議長（虻川久崇君）　市長。

○市長（小畑　元君）　再質問にお答えしたいと思います。まず１点目ですけれども、私も議

員と同意見であります。何10年も前の例を持ち出しても、何となるものではないわけで、でき

るだけ新たな観点で今後きちんと対応していきたいと思っています。さらに、事務的なミスと

いうのは、決して私は見過ごしできないと思いますし、緊張感が足りないというふうに市民の

目から見ても当然だろうと思います。きちんと緊張感を持って、決してこういうことのないよ

うに十分に指導してまいりたいと思います。

　次に、職員の天下り人事は誰がどういう基準で決めているかの質問についての再質問であり

ますけれども、一般公募したらというのは、当然、私もこれは一つ観点に入れるべきだと思い

ます。

　それから、資格がない人がいるのではないかということですけれども、もちろん、これを採

用する、選考するに当たりましては、退職前の勤務実績を見ているわけでありますので、その

方がそういうふうな勤務実績があるかどうかと一応チェックして、資格が足りない部分につい

ては補充するということを考えているわけであります。ですから、資格もなく、しかも経験が

ない人にそれを全部やらせるということはないと思います。十分にその辺、厳正に実施してい

きたいと思います。

　それから、退職職員の再任用制度に関連した話でありますけれども、確かに一定規模以上の

事業所が中心ではないかということでありますけれども、しかし、いずれこの高齢者等の雇用

の安定等に関しましては、規模によらず、民間においてもこれから進めていただかなければい

けない一つの施策だろうと思いますので、これはこれでできるだけ実施をしていただくように、

我々も督励していきたいと思っております。そういった零細事業所の現状も十分に勘案しなが

ら、今後、23年度以降の新たな計画の策定に当たりましては、配慮していきたいと思っており
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ます。以上です。

○議長（虻川久崇君）　次に、安部貞榮君の一般質問を許します。

〔22番　安部貞榮君　登壇〕（拍手）

○22番（安部貞榮君）　いぶき２１の安部貞榮でございます。市長の行政報告にもありました

が、ゼロダテ大館展２００８では、旧山田小学校に８月10日から１カ月間、作家たち20人が宿

泊・滞在し、子供たちを初め地域住民との交流体験は地域に大きな元気を与えてくださいまし

た。また、創作活動は30のテーマを目標に大町周辺の18カ所に展示し約4,000人の方が鑑賞し

たと聞いております。大町周辺にも何らかの効果を与えたものと思っております。2009年の開

催を大いに期待したいと思っております。今後とも、市の御支援もあわせて要請しておきたい

と思っています。それでは、通告に従って順次質問いたします。

　１点目は、滞在型観光の取り組みについてであります。平成18年度策定の新大館市総合計

画の観光振興の中での課題の一つに、「大館市は観光資源を持ちながら滞在型観光がいま一つ

伸び悩んでいる」というふうに分析しております。これに対する施策として、「自然環境・食

文化・産業文化・レクリエーションなどの資源を活用した体験型・参加型観光イベントの創出、

また、グリーン・ツーリズムや世界遺産白神山系登山などによる都市住民との交流など他産業

とも連携した滞在型観光を創出します」というふうに書かれております。平成19年度の大館市

の観光客は、日帰り温泉施設の調査地点を除いて、前年度比46.9％減少で111万9,326人と発表

されておりますが、これにはアメッコ市や各種のイベントにおいても、大館市管内の市民の参

加がかなり多いのではないかと思います。また、県の観光統計を見ても宿泊客は全体から見て

8.5％と依然少なく、滞在型観光振興が課題であると述べています。このようなことから市と

しても市の観光協会や団体、また、他の市や町と広域的に連携しながら取り組んでいると思い

ますが、その取り組み内容について、次の点について、お伺いします。①は、市の計画に掲げ

ている滞在型観光振興策が市民によく見えていない、どんな取り組みを行っているのか市民

はわかっていないということから、この取り組みの内容を明らかにしながら、あわせて今後の

取り組みの発展をどう考えているのか明らかにされたいと思います。

　②は、従来型の観光地整備や観光商品開発などを中心とした観光産業とは一線を画し、地域

生活者に主眼を置き地域の自然・文化・歴史・産業・人材など地域にあるあらゆる資源を市

民とともに磨きながら、大館市の個性を生かした取り組みこそ今後の滞在型で持続的な観光

発展につながるものと考えます。そのための基本的考え方や方向性、また、具体的な取り組み

目標などを定めた観光または交流のまちづくり基本計画を策定する考えはないかお伺いいた

します。

　２つ目は、農業の生産資材高騰対策についてであります。農水省の調査では、世界的な小

麦の価格高騰などにより、米の年間消費量が昨年の７月から今年６月までの１年間に３年ぶり
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に1.9％、約16万トン増加し、この傾向はしばらく続くのではないかという見方をしておりま

す。米の消費量が多くなることは喜ばしい傾向と考えますが、 一方また、世界的な食糧不足、

穀物価格や原油価格の高騰、加えてこの７月から野菜の卸売市場の価格は２割から３割下落し

ております。つい最近ガソリン価格が幾分値下がりしてきましたが、それでも昨年の１リット

ル当たり140円という価格から見れば、まだかなり高値であります。これらを含め消費者物価

2.4％の値上がりが家計に打撃を与え個人消費が一段と冷え込む状況にあり、景気後退が叫ば

れている昨今であります。今回この対策を取り上げたのは、大館市は農業を基幹産業と位置づ

けており、平成19年度の管内の販売農家数3,488戸、農業産出額は104億6,000万円の状況にあ

ることから、これから予想される肥料・農薬・飼料、その他農業資材が軒並み高騰することが

必至の状況になっていることから、今後の農畜産業がどうなるのか、農家の嘆きやあきらめの

声が多く聞かれるからであります。また、一昨年から進められてきた管内の17の集落営農組織

も米価格の下落や転作作物の価格変動などからその運営には大変苦労しており、組織の継続が

困難との声も聞きます。今後の生産資材等の高騰は、これにさらに拍車をかけるものと思いま

す。これらの対策の即効薬はなかなか難しいこともあると思いますが、ハードからソフトへの

考え方から、去る７月改選された新進気鋭の農業委員会の委員活動や、あるいは建議活動、担

当区域のソフト活動に大いに期待したいと思いますし、今後の大館市水田農業振興協議会にお

ける産地づくり交付金の有益な対応策を期待するものであります。このような危機的な農業状

況をともに共有したいということから、次のことについてお伺いいたします。①農業の生産

資材等の高騰額が、水田であれば10アール当たりの平均では幾らになる見通しなのか、②農

業の生産資材等の高騰が管内経済活動にどういう影響を与えるのか、具体的に明らかにされ

たい、③循環型農業に転換する場合のコンポストセンターなどから生産される有機堆肥等が

どの程度必要になるのか。また、管内の生産施設でその必要量が確保されるのか伺います。

④は、国や県に対する対応策をどのように考えているのかについてお伺いいたします。

　３つ目、大町地区とその周辺の再生整備についてお伺いします。国の支援を受けて平成17

年度に行われた中心市街地再生プロジェクト報告書というものがありますが、その中では大町

地区とその周辺の再生整備方針は、主要道路に囲まれたエリアすなわち交通シェルの内側は大

町商店街の中心から半径約500メートルの範囲とし、幼児から高齢者に必要な機能をこのエリ

アに集結させることで歩いて暮らせるコンパクトシティを実現する。また、住宅については、

大町地区とその周辺は火災復興時に建設された店舗併用住宅の老朽化、商業主の郊外居住、高

齢化による独居老人の増加など、新たに居住する人を呼び込む環境にないのが現状と見ていま

す｡ そのため市営住宅の建てかえと分譲住宅を整備しさまざまな世代のまちなか居住を推進す

ることとする。市営住宅については、単身者、20～30代の夫婦、ファミリー、高齢者など利用

者を明確にした住宅タイプを検討する。また、この半径500メートルの範囲内には東大館駅・

市役所・市立総合病院・文化会館などの主要施設が立地する利便性の高い地域であり、旧来か
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らの中心市街地でインフラも整備されていると報告されております。私は、この調査報告書の

提出時期については、当時から、大町地区とその周辺の変わり行く状況から見て、また大町市

営住宅は、市が平成11年10月31日から除去事業により全戸空き家としており、この報告書の提

出時期は、遅きに失した感は否めませんが、それでも将来の大町地区とその周辺を見据えた示

唆に富んだ調査報告書と考えております。まちづくりの取り組みは、そこに住んでいる住民の

参加や理解と協力・連帯性が不可欠であると同時に、行政の取り組み姿勢にも大きく作用する

ものと考えます。また、まちづくりは、せめて30年、50年の先を目指して取り組むべきものと

考えます。私は、これまでも24戸の大町市営住宅の建てかえについては、慎重であるべきとい

う市民の多くの声を聞いてまいりました。しかし、大町地区やその周辺が、このままでいいの

かということを考えたときに、まちなか限界集落になりかねない状況にあります。ちなみにこ

の地区の町内会の高齢化率を若干申し上げますと、少し古い資料ですが、平成16年７月現在で

大町１区の高齢化率は43.1％、大町２区は25.0％、中町は38.2％、馬喰町は50.8％、新町は

27.6％であり、大町を何とかしなければならないという対策の必要性は認識しつつも、今回は

その取り組みやその手法など次の事項について伺います。①大町の現状が新たに居住する人

を呼び込む環境にないという状況から考えて、大町市営住宅建てかえに当たって、最低限半

径500メートル範囲内のすべての住民・団体との話し合いが私は必要と考えますが、これが

どのように行われてきたかお伺いします。②大町の市営住宅建設はＰＦＩ的な方式で行うと

しても、大町地区とその周辺の再生整備の一環と考えれば、建設事業主体の構成員に地区の

住民や団体などの参加をどう考えているかお伺いします。③大町市営住宅建設事業費及び住

宅使用料・敷地料など市の負担計画はどうなっているか伺います。④新町・向町・中町の市

営住宅の建てかえ計画は何年度にどういう形で行うのかお知らせ願いたいと思います。⑤は、

旧正札の施設は合併前の平成17年度に市が取得したものですが、取得時点におけるその利用

目的はどういう内容であったのか、現在も当時のままのように見受けられますが、今後この

貴重な施設をどういうふうにしようと考えているのかお伺いいたします。⑥大町地区とその

周辺を歩いて暮らせるコンパクトシティの実現を図るとすれば、その全体計画を市民に示し、

市民が共通の目標を持って大町を元気にしよう、こういう方向に向かうためには、市民への公

表は避けられないと思うわけですが、市長はその辺どう考えているのかお伺いいたします。

　以上、この場からの質問を終わります。御静聴ありがとうございました。（拍手）（降壇）

〔市長　小畑　元君　登壇〕

○市長（小畑　元君）　ただいまの安部議員の御質問にお答えいたします。

　１点目、滞在観光の取り組みについて。①滞在観光施策が市民によく見えないが、どう取

り組んでいるのか。また、その取り組みをどう発展させようとしているのかについてであり

ます。滞在型観光につきましては、農業体験を組み入れた修学旅行の受け入れが好評を得てお

り、ことしも北海道や仙台などから約700人を受け入れ、今後も増加が期待できることから、
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この事業の受け皿の拡大とＰＲにより一層努めてまいりたいと考えております。また、北秋田

地域振興局の北秋田スローツーリズム推進事業では、大滝温泉を拠点とした曲げわっぱやきり

たんぽの製作、農業体験などの体験型メニューを中心とした観光モデルコースを企画し、自然

環境に配慮した滞在型・体験型観光情報を全国に発信していくことを計画中であります。2010

年に新幹線が青森市まで延伸されることにより観光ルートの変化が予想されておりますが、本

市は北東北３県の中心部に位置し、近隣に十和田八幡平国立公園や世界遺産白神山地といった

恵まれた観光資源があることに加え、ホテルの建設が相次いでいる中であり、宿泊施設など都

市基盤が整備されていることから観光拠点として十分なポテンシャルを生かし滞在型観光の振

興に努めてまいりたいと考えております。

　②持続的な発展を期するため、地域の生活者に主眼を置き、地域の資源を磨き、個性を生

かした観光または交流のまちづくり基本計画を策定する考えはないかということについてで

あります。市では、新大館市総合計画の中で観光振興を重点施策として位置づけております。

本市を中心とする県北地域には鉱山技術を活用した環境リサイクル産業が集積しており、現在、

小坂町のエコタウンセンターを拠点として、これらの企業見学を観光に取り入れた、いわゆる

産業観光の取り組みが行われていることから、こうした産業と食・自然などの地域の資源を観

光・交流に生かしてまいりたいと考えております。一方、国では本年７月に観光圏整備法を制

定し、観光地が広域的に連携した観光圏の形成に向けた支援を行うこととしており、これを受

け市としましてもこの支援制度の積極的な活用を検討しており、その中で地域資源を生かした

観光圏整備計画を作成してまいりたいと考えているところでありますので、御理解をお願いい

たします。

　大きい２点目、農業の生産資材高騰対策等について。①農業の生産資材等の高騰で、その

額は水田であれば10アール当たりの平均でどのくらいになる見通しなのかについてでありま

すが、我が国では肥料原料のほとんどを海外に依存しており、その輸入価格が急上昇している

ことから農作物の生産に必要な資材等が高騰している状況となっております。ＪＡ等からの聞

き取り調査では、肥料費が約50％、農業薬剤費が約10％、その他諸材料費も約10％程度上昇し

ているとうかがっております。これをもとに水田10アール当たりについて秋田県の標準モデル

で試算いたしますと、資材等の高騰額は5,600円程度となり、その分農業所得が減少するもの

と見込まれております。

　②農業の生産資材等の高騰が管内の経済活動にどういう影響を与えるのか、具体的に明ら

かにされたいということでありますが、１点目でお示しした水田10アール当たりの減少見込

額に本年度の水稲作付面積を乗じ、市全体の米の生産における農業所得の減少額を試算いたし

ますと、約２億4,000万円と決して少ない額ではないと考えており、水稲に比べて肥料費の割

合が高い畑作ではさらに影響が大きくなるものと考えております。また、経営基盤が脆弱な中

小農家ほど農業生産資材等の高騰によるダメージが大きいものと危惧しているところでありま
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す。

　③循環型農業に転換する場合のコンポストセンターなどから生産される有機堆肥等がどの

程度必要になるのか。また、管内の生産施設でその必要量が確保できるのかについてであり

ますが、環境と調和した資源循環型農業の推進は、本市の農業振興の基本方針の一つでありま

す。このため、安全で安心な農作物を消費者に提供する循環システムの構築につきましては、

コンポストセンターを中心に市内の家畜排せつ物を利活用して堆肥化し、これを農地に還元す

ることにより農薬や化学肥料の投入をできるだけ抑えた農業生産を目指しているところであり

ます。現在、水稲・畑作物・果樹に使用している化学肥料を有機堆肥に転換するとすれば、水

稲作付面積約4,506ヘクタールに対し１万2,600トン、畑作物・果樹の作付面積515ヘクタール

に対し１万1,600トンの合計２万4,200トンが必要であると見込まれます。これに対し、市内で

生産・販売している堆肥の生産量は、コンポストセンターが約1,000トン、それ以外の畜産施

設が約3,500トンとなっており、コンポストセンター以外では一部が近隣市町村や他県にも販

売されていると聞いております。肥料を初めとする農業生産資材等の高騰という背景もあるこ

とから、有機堆肥の供給体制の整備に努め、可能な限り需要にこたえてまいりたいと考えてお

ります。また、本年度、市内の畜産業者が国庫補助事業を活用して採卵鶏約30万羽を増羽する

計画が進められております。その施設から発生する有機堆肥については、生産施設を整備し地

元の農家を中心に供給する計画とうかがっております。さらに、現在策定を進めておりますバ

イオマスタウン構想の中で堆肥化できる資源の総量などを調査中であり、循環型農業を一層進

めてまいりますので、御理解をお願いいたします。

　④国や県に対する対応策をどう考えているのかについてであります。農業経営に関しまし

ては、農地の集積と大規模化によって安定化させることが基本であると考えております。また、

循環型農業への転換により有利な補助制度を受けることが可能であるとともに、生産物の価値

を高めることができるため、これらを速やかに推進できるよう国や県と連携してまいります。

しかしながら、農業生産資材の高騰は余りにも急激であることから、これらの基本政策と並行

して本市農業生産の現場の声を国や県に届け支援策等の充実を働きかけてまいりますので、御

理解を賜りますようお願い申し上げます。

　３点目、大町地区とその周辺の再生整備について。①現状は新たに居住する人を呼び込む

環境にない状況から考えて、大町市営住宅建てかえに当たって、最低限半径500メートルの

範囲内のすべての団体や住民を対象に話し合いを行うべきと考えるがどうかということにつ

いてでありますが、まちづくりを進めるためには地元住民の意見や考え方を十分反映させるこ

とが大切であることから、正札街区の開発計画につきましては、相当以前から地区の商業者の

方々やまちづくり団体とともに検討を重ねてきた経緯があります。また、平成17年度に実施し

た国のモデル事業都市再生プロジェクト推進調査においては地区住民や商業者を対象とするア

ンケート調査を実施するとともに、ワークショップやワーキング部会を通じて市内の各層の関
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係者から中心市街地の活性化に向けた大町周辺のまちづくりはどうあるべきかについて御検討

いただいております。その中で、大町の再生のためには歩いて暮らせる半径500メートルの範

囲にまちなか居住に必要な施設を配置することが必要であるという合意が整い、基本的な構想

を作成してきたものであり、今後も周辺住民の声を取り入れた計画の策定に当たってまいりた

いと考えております。

　②大町の市営住宅建設はＰＦＩ的な方式で行うとしても、大町地区とその周辺の再生整備

の一環と考えれば、建設事業主体の構成員に地区住民や団体などの参加をどう考えるかにつ

いてでありますが、大町住宅建てかえの事業主体につきましては、市が直接建設する場合と民

間の活力を活用した借り上げ方式について比較・検討した結果、借り上げ方式の場合の方が市

の負担が軽減されることからＰＦＩ方式で行うこととしたものであり、去る８月１日には地元

企業７社からなる新会社が設立されたところであります。この新会社では、今後も個人・団体

を問わず多くの参画を呼びかけていくこととしておりますので、地元の皆様のさらなる参画を

期待しております。

　③大町市営住宅建設事業費及び住宅使用料・住宅敷地料など市の負担計画はどうなってい

るのかについてでありますが、市の支出金の比較につきましては、まず、市が直接建設した場

合は、建設時の１億3,400万円に20年間の維持費として４億8,900万円を加え、６億2,300万円

程度の支出となるものと試算しております。また、収入については、20年間で３億4,400万円

ほどと試算しておりますので、差し引き２億7,900万円程度の市費負担が見込まれます。一方、

借り上げ方式では、建設時の補助金8,600万円に20年間の維持費として４億9,700万円を加え、

５億8,300万円程度の支出と試算しております。また、収入については、20年間で４億2,100万

円ほどと試算しておりますので、差し引き１億6,200万円程度の市費負担と見込んでおります。

これらを比較いたしますと、借り上げ方式の方が１億1,700万円程度支出が少ないものと見込

んでおります。

　④新町・向町・中町の市営住宅の建てかえ計画は何年度かについてでありますが、この３

つの市営住宅の建てかえ時期につきましては、本年度に住宅マスタープランの見直しを予定し

ておりますので、この見直しの中で整備手法や実施時期を検討していく予定であります。

　⑤旧正札の施設は合併前の平成17年度に市が取得したものだが、その利用目的は何か。ま

た、今後の対応策はどうかについてでありますが、旧正札竹村につきましては、当時、破産

管財人が解任される時期が迫り、建物の所有者が不在となることで取得できなくなることや地

元商店街から購入要請があったこと、さらに、一部建物の老朽化により壁の崩落等が懸念され

たことなどから、市民の安全面等も考慮し議会にお願いして購入したものであります。また、

施設の利活用につきましては、コンパクトな都市再生のためには重要な施設であると認識して

いるところであり、今後の大町地区の活性化策の核として位置づけ、現在検討しております再

開発事業の中でより有効で効果的な利活用方法を検討してまいりたいと考えております。
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　⑥歩いて暮らせるコンパクトシティの実現を図るとすれば、その全体計画を市民に公表す

べきと考えるがどうかについてでありますが、議員のおっしゃるとおり、市が進めようとし

ている事業内容を市民に御理解いただくことは極めて重要であることから、これまで以上に市

の広報やホームページを通じて、平成17年度に作成した都市再生プロジェクト推進調査報告書

にあります全体構想案をお知らせするとともに、今後作成する大町住宅街区の整備計画につき

ましても、まとまり次第公表してまいります。いずれにしましても、大町地区の活性化のため

には、行政の主導ではなく、地元の意見や考え方を十分に反映させて市民の理解を得ながら進

めてまいりたいと考えておりますので、御理解をお願いいたします。

　以上であります。よろしく御理解を賜りますようお願い申し上げます。（降壇）

○22番（安部貞榮君）　議長、22番。

○議長（虻川久崇君）　22番。

○22番（安部貞榮君）　この場から、再質問したいと思います。大町の市営住宅についてでご

ざいますが、新町・向町あるいは今の建てかえについては、これからプランを立てて検討する。

さらに正札についても、どういう活用の方法があるか検討するということですが、私、先ほど

も申し上げましたが、大町の現在の未利用の市営住宅は、既に平成11年度から撤去するという

ことで入居者を断っているわけです。入れていないわけです。それから、約10年たちます。ど

うしてこうも計画なり、そういうものが進まないのか。さらに正札については、現在の状況の

まま進むとすれば、反対側には高層の市営住宅が建設されることになります。あのままの状態

で何年どうしておくのか、こういうものは来年度から始まろうとしている大町住宅の建設とあ

わせて計画をつくるのが普通のやり方ではないでしょうか。その辺の市長の考え方を聞きたい

と思います。

○市長（小畑　元君）　議長。

○議長（虻川久崇君）　市長。

○市長（小畑　元君）　再質問にお答えしたいと思います。全体的になぜこのような時間がか

かっているのかということですけれども、実際、大町の今までの状況を見てみると、例えば、

大変に残念なことでありますけれども、正札の倒産等さまざまな事態の変化があったわけであ

ります。当初は、正札などもっている時期には、例えば、大変皆様にもいろいろ御心配をおか

けしておりますけれども、スカイパーキングを建設したり何とかそれをもたせたりとやってき

たわけですけれども、それも正札倒産によって非常に厳しい状況になったわけであります。そ

ういう意味で、確かに住宅の建設その他については、時間はかかっていますけれども、私は、

必ずやまちなか居住ということで再生する、また、させなければいけないと考え今までも頑張

ってきたわけであります。特に地域住民の皆様方の同意を取りつけるというのは、大変に時間

がかかるわけであります。例えば、大町住宅というか、例のげた履き住宅でありますけれども、

借地の上に住宅が建っております。したがいまして、地権者の同意なりを得なければ住宅の建
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てかえは不可能なわけであります。しからば、新町・中町・向町はどうかということになるわ

けでありますけれども、これらも一体として計画を立て、そして、実行していかなければいけ

ないと思うわけであります。また、正札街区についてはどうなのかということになるわけです

けれども、先ほど述べたような事情から市が一応購入はしましたけれども、地域の側からもさ

まざまな今提案が上がってきております。そういうことから、それらの実現性その他を今検討

しているわけであります。いずれ全く動きがないということではなくて、さまざまな水面下で

の動きはありますけれども、残念ながら今この場で申し上げることは若干はばかられる事情も

ありますので、その辺は御理解いただければありがたいと思いますが、いずれ正札を利用して

何かをしたいという動きも出てきているわけであります。もちろん選択肢としては２つあるわ

けでありまして、そういった民間を活用していく場合と、それから、現在の建物について公共

側の方で取り壊すなりして、それでまた他の施設として利用していく、こういった選択肢もあ

るわけですけれども、できれば民間活力を十分に利用しながら大町再生を図りたいということ

から、今さまざまな相談をさせていただいているというのが現状でありますので、御理解賜れ

ば幸いであります。

○22番（安部貞榮君）　議長、22番。

○議長（虻川久崇君）　22番。

○22番（安部貞榮君）　市長の今の答弁では、大町の市営住宅を建てるのに、その地権者の交

渉にかなり御難儀されているということですが、そういうことを考えてみると、今そういう建

て方をしても、今後、20年、30年後の耐用年数を経過して再開発するとなった場合は、また同

じことを繰り返すのではないか。ですから、民間に任せるものは民間に任せて、市がやるべき

は市がやるという、そういうものの進み方が、私はいいのではないかと思います。これまでの

あそこの土地の借地料は年間280万円幾らですが、そのほかの経費を入れますと約300万円です。

平成11年から空き家になって、借地料だけは10年払ってきているわけです。こういうことを今

後30年後にも同じことを繰り返すような状況になることを私は心配するわけで、その辺の市長

の決意をひとつお伺いしたいということと、市長は24戸の住宅で大町ににぎわいを取り戻せる、

こう言っているわけですけれども、今の正札、大町の状況で24戸の市営住宅を建てたとすれば、

どういうにぎわいを市長は予想するのか、その辺をあわせてお聞かせ願いたいと思います。

○市長（小畑　元君）　議長。

○議長（虻川久崇君）　市長。

○市長（小畑　元君）　再々質問にお答えしたいと思います。これはＰＦＩ方式でやりますの

で、今までは市営住宅という形をやっておりますけれども、今度は民間の持ち物になりますか

ら、それはそれで民間で対応していただくということになりますから、従来とは違った形にな

ると思います。それから、24戸でにぎわいが取り戻せるかということですけれども、それは他

都市の例をとりますと、結構中心市街地へ民間の分譲マンションも建っているわけです。同規
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模の市と比べてみても、大館の場合には、まだ中心市街地にそういった高層の分譲住宅もなけ

れば賃貸住宅も数少ないわけであります。その意味では、こういったプロジェクト、市が今進

めようとしているプロジェクト、ある意味ではモデルプロジェクトと言いましょうか、パイロ

ットプロジェクトと言いましょうか、次の民間投資を呼び込むための一つの、言ってみると施

策なわけであります。もちろん、市だけですべてができることではなくて、民間投資がこれか

らも、いろいろな意味で高層住宅の建設、集合住宅の建設というのは、今度は中心市街地の方

にそれを呼び込むことができれば、そのための施策としてひとつお考えいただければありがた

いと思います。なお、この住宅の建てかえというのは、大町住宅のみならず、先ほど言いまし

た他の３団地についても同様でございます。そういうことで、どうかひとつ全体としてこれか

ら中心市街地居住を進めるためのパイロットプロジェクトとお考えいただければありがたいと

思います。

○22番（安部貞榮君）　議長、22番。

○議長（虻川久崇君）　22番。大町関連でしょうか。同一質問、一応３回までとなっておりま

すので、何とか簡潔にひとつお願いいたします。

○22番（安部貞榮君）　私は、その地域の市民との話し合いが最も大事な要素ということで、

先ほど申し上げましたが、アンケート調査を行っているという中身でありましたが、多分私の

資料から見ると2005年に行ったアンケートではないのかと思いますが、これは残念ながら回収

率が30％、回答数は48件と、こうなっているわけです。市長も言っていますが、地域住民の理

解と協力・参加がなければ、これらの取り組みは難しいということは、当然そのとおりだと思

っていますが、ワークショップではかなり議論して計画を練り上げたようでございますけれど

も、限られた人の中で限られた団体を対象にしただけでは、さっきお話しした限界集落の状況

にある集落もあるわけですから、やはりこれはその地域の十分なる話し合いを詰めていく、問

題を共有しながら協働のまちづくりを進めていくという市長の考え方からすれば、私は、これ

からますますそういうことが重要ではないかと考えるのですが、回答は時間の関係もあります

ので省略して結構ですが、これからもそういうことに十分取り組んでいただければありがたい

というふうに考えて、質問を終わります。

○議長（虻川久崇君）　この際、議事の都合により休憩いたします。

午前11時33分　　休　　憩

午後１時00分　　再　　開

○議長（虻川久崇君）　休憩前に引き続き、会議を開きます。

　田中耕太郎君の一般質問を許します。

〔24番　田中耕太郎君　登壇〕（拍手）
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○24番（田中耕太郎君）　いぶき２１の田中耕太郎です。質問に入ります前に、８月13日に亡

くなられました桜庭成久議員の御冥福を心よりお祈り申し上げます。私にとりましては高校・

大学ともに同窓であり、また、大学におきましては同じ学部の先輩ということで本当に悲しく、

また、悔しい思いでいっぱいです。いつも私の一般質問の後、質問内容をチェックしていただ

き本当に感謝いたしておりました。桜庭議員のそういう御恩に報いるためにも議員としての職

責を全力で全うすることをお誓い申し上げて、質問に入らせていただきます。さて、今定例会、

一番取り上げなければならなかった市立総合病院の問題は、多くの議員が取り上げるのではな

いのかと思い今回外してしまいましたが、この問題を取り上げます議員の皆様には、一生懸命、

しっかりと聞いていただきたいとお願い申し上げます。それでは私の質問に入ります。

　まず第１点目ですが、今定例会の行政報告にもございましたとおり、大館能代空港がこと

し10周年を迎えられたことは大変喜ばしいことでございます。しかしその一方、地域経済が冷

え込む中で中央都市との交流のアクセスとしてその重要度が増しているあきた北空港ですが、

７月の搭乗率が発表になって少し気がかりな点がございます。搭乗者数が東京・大阪便を合わ

せ、平成15年をピークに19年には3,340人余りも減っていることや、ことし７月の搭乗率だけ

見ても昨年比9.9ポイントも落ち込んで55.6％になっております。ここに運輸政策研究所が

2001年度を基準に2006年度までの旅客数と発着回数の増減を地方空港ごとに計算したデータが

ございますが、これによりますと全国42の地方空港の、いわゆる元気度を分析したところ元気

な空港はわずか12空港でありました。コメントには「元気度が低い空港は羽田線が増便しても

ほかの交通機関に旅客を奪われる心配がある」としております。ところでその元気度に関して

ですが、ＡからＦの６段階に分類されておりまして、大館能代空港はＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅ、Ｆ

のＥランク、つまり下から２番目でございます。しかも、そのＥランクには８空港ありますが、

その中でも下から２番目という状況でございます。明らかにあきた北空港の置かれている利用

状況が全くよくないということを言っているのではないかと思います。利用者側からすると増

便によって便利に都会に行きたいのが本音で、2010年10月、つまり再来年には羽田に第４滑走

路ができますが国交省によりますと新滑走路増設で年間11万回の発着回数増を見込んでおり、

当初にそのうちの５万回前後が配分され、うち国内線は２万回程度と見ております。しかし、

ことし３月の段階で既にその倍近い増便要望が各空港から出ており、潜在的希望を加えますと

さらにふえるものと見込まれております。地方路線の増便要望に対し航空各社は端的にただ

枠がふえたから増便してあげるという結論にはならないことは、既に御承知のことと思います。

地方は新幹線・路線バスに旅客が奪われる上、規制緩和により航空各社は撤退しやすくなった

とも言われており、昨年度は12路線、今年度も既に９路線の運休・撤退が決まっております。

市長はこのような状況をどう感じておられるのかまずお聞きいたします。

　また、地方路線優先枠などのハードルづくりが進む中、就航するしないは各航空会社の判断

によるというのが今日のお考えのようですが、国交省航空局長は「便数の少ない路線の増便に
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ついて工夫したいが、肝心の地元が需要創出の努力をしてほしい」とも言っております。生き

残りをかけた基本戦略を今考えなければいけないときにあると思いますが、空港を設置・管理

する県だけを頼っていても年々旅客数の減少、取り扱い貨物量の顕著な減少が報道される中、

いまだ様子見の姿勢がうかがわれます。今、そばを通ります秋田内陸縦貫鉄道は今日に至って

再度廃止か存続か議論・検討されておりますが、やはり沿線の利用者増が解決につながる最大

の焦点になっていて、当面の赤字解消に県知事先頭に沿線自治体を駆け回っております。私は

あきた北空港の行く末をこれと重ね合わせてみたとき、大変な不安を感じざるを得ません、ど

うでしょうか。秋田内陸縦貫鉄道の轍を踏まないためにもそろそろアクションを起こす時期に

来ている、私はそう思います。地域を代表する小畑市長として今後内外含めてどのように需要

拡大に臨むのか、生き残りにかける基本戦略をどうお考えかお聞かせいただきたいと思います。

　また、市長が会長をしております大館能代空港利用促進協議会は、都内２店舗の飲食店にあ

きた北空港ＰＲ用ランチョンマットを作成・配置し、あきた北空港の知名度アップにも努めて

おられます。ただ、個人誘客もしかりなのですが、団体客などツアーの積極的誘客が肝要で、

かつ即効性ある効果が期待できるのではないでしょうか。そのため、行政側にもそうした行

動を前面で実践できるセクションを設けてしかるべきと考えます。行政が旅行業者と組んだ

らだめということはないと思いますが、観光部署をもう少し前面に出すという取り組みも必要

かと思います。観光振興を担う部門が庁舎の後ろ、今は秋田犬会館の後ろですが、配置されて

いる現状には何となく観光や誘客への将来対応に危機感を抱かざるを得ません。ぜひそうした

取り組みができないのか御検討いただき、賢明な御答弁をよろしくお願い申し上げます。

　大きな２点目に入りますが、その前に一言言わせていただきます。いわゆる大町という一角

を見た場合、市役所・学校・病院すべてが半径500メートル以内にそろっており、十分にコン

パクトシティの条件を満たしておりますことを前提に、かつ旧住民が大町にしっかり戻って暮

らしてから考える問題とも思います。そういう思いを胸に大町の住宅建てかえ問題に関して質

問いたします。いわゆるＰＦＩ方式導入による大町市営住宅建てかえ計画に関連して質問さ

せていただきますが、まず１項目として今後の市営住宅のあり方についてお尋ねいたします。

中心市街地の活性化を視野に、これまで市当局におかれましては大町市営住宅の建てかえ計画

には大変御難儀されてこられたことに、心よりねぎらいのお言葉を申し上げたいと思います。

長年御難儀されてきたことを思えば、私は決してこの建てかえそのものに反対するものではご

ざいません。これから進もうとする公営住宅事業には大きな課題が含まれていると思えてなら

ないわけです。市営住宅の根拠となっている法律は公営住宅法です。言うまでもなく、これは

国及び地方公共団体が協力して健康で文化的な生活を営むに足りる住宅を整備し、これを住宅

に困っている低所得者に対して安い家賃で賃貸、または転貸することにより国民生活の安定と

社会福祉の増進に寄与することを目的として制定された法律でございます。そのため、まず１

つに行政が住宅を建設するときにその時点で支払われるのが建設費で、この財源は市民の税金、
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つまり血税です。２つに､今度は入居者が所得に応じ減額されて支払う住宅使用料という家賃

です。この２つに問題があろうかと思います。つまり、補助事業で建設した住宅に対し再び税

で補てんを行っていると解釈せざるを得ません。税の二重構造になっているように思います。

具体的に申し上げますと、大町市営住宅の管理計画に関してさきの全員協議会での説明では、

入居者から５万5,000円をちょうだいし管理会社には８万4,000円を支払う、その差額２万

9,000円を１戸の入居者に市が補てんするとのことで、25戸だとすると年額870万円にもなるわ

けです。しかし、この870万円という数字はあくまでも100％の入居率で計算した場合であり、

普通のアパートのように平均入居率70％程度で計算しますと、年間1,500万円近くの税の補て

んになります。さらに、現状では冷暖房器具の設備が見積もりに入ってないやに聞いておりま

す。仮にそれらも加えた上での補てんとなった場合、一体この金額が幾らに膨らむのでしょう

か、大変心配するところでございます。私は、この補てんするというところが大きな問題をは

らんでいると思います。ＰＦＩ参入のうまみともうけは、一般には長期一括契約によるコスト

削減にあると言われております。ＰＦＩ事業者に経済的利益が見込めない部分を行政が負担し

ていくという考え方が本当にいいのか、一方では建設規模を縮小し、かつ家賃の中から管理費

部分を生み出すというやり方も考えられます。また、一定以上の所得のある方を入居の対象者

にしているようですのでこれを考慮した場合、私は全員協議会でも言いましたが、何も税で補

てんしなくてもいいのではないかと思います。幾ら中心市街地の活性化といっても、今行財政

改革の仕上げのときに税で補てんし、今後の管理運営費も税で負担していくことが妥当なのか

いま一度考えつつ今後の大町を含む市営住宅のあり方を考えたとき、あえて差額を補てんする

必要があるのかということです。比較的所得の多い方が市営住宅に入居する、そのことが公営

住宅法で許容しているのか、あわせて管理運営費を税負担することが適切なのでしょうか。

いずれこの方向づけがなされないままだと財政的な面でスカイパーキングの例になりかねませ

ん。ここのところはしっかりしておかなければならない点だと思います。大町の一地区に、ス

カイパーキングと合わせ毎年5,000万円もの税をつぎ込まなければならない理由が私にはわか

りません。また、住宅敷地の問題に十分納得されていない地権者もおられるようです。用地は

無償貸与するのか、用地買収費をも含めた事業になるのか、この点についても適切な御答弁

をいただければ幸いです。

　次に３項目として、ＰＦＩ方式で実施する市営住宅の建設、管理運営事業の落札企業体の選

定について、市長のお考えをお尋ねします。これまでも市は、平成13年当時は広域圏組合でし

たが、ＰＦＩ導入はごみ処理事業で経験しておるところで、これの導入に不安はないものと思

われます。ところで先般、本市にも当計画を見据えた新たな現地法人が設立・発足いたしまし

たが、この大町市営住宅建設ＰＦＩ事業に参入したいとする事業体は今何社でございましょう

か。今、入札参加資格については規制緩和が進んできております。上下水道の維持管理や空港

管理などへの参入がＷＴＯのもと特定調達契約としての入札の国際競争力が定着した今、全国
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自治体にもこうした公営住宅へのＰＦＩ導入事例がたくさんあることから、経験ある中央事業

体の参入も数多いわけです。大館市はこの参入をどのようにさばくおつもりなのでしょうか。

現地法人優先で評価・選定した場合、経験度や価格競争といった市場競争原理が入り込む余地

がないといったデメリットもあろうかと思います。また一方、これまで実績のない現地法人の

育成も大事という声があったことも事実でございます。きちんとした選定基準づくりが検討さ

れていると思いますが、ＰＦＩ方式実施に係る業者選定の基本的なお考えについて、市長の

賢明な御答弁を期待し、私の一般質問を終わらせていただきます。

　ちなみに、先日亡くなられました桜庭議員も、この大町市営住宅問題に関しましては憂いを

持って大変心配されていた問題であることを今さらのように思い出します。御清聴ありがとう

ございました。（拍手）（降壇）

〔市長　小畑　元君　登壇〕

○市長（小畑　元君）　ただいまの田中議員の御質問にお答えいたします。

　１点目、大館能代空港利用促進についてということで、①として地方路線の運休・撤退が

進む現状をどう感じているかということでありますが、御指摘のように、平成10年７月18日

に大館能代空港が開港してことしで10周年を迎えておりますが、これまで152万人の方々に御

利用いただき、この場を借りまして改めて感謝申し上げたいと思います。利用実績の推移です

が、平成14年度の16万9,000人をピークにしまして毎年利用者が減少し、昨年度は13万7,000人

と低迷しております。このような傾向は大館能代空港だけでなく全国的に見られ、航空会社を

初め立地する自治体がそれぞれ苦慮している状況であります。東京便につきましてはビジネス

客の利用が安定しており比較的優良な路線となっておりますが、日本海沿岸東北自動車道が19

年８月に二ツ井まで開通したことに伴い、能代山本地域の多くの方がダイヤ数の多い秋田空港

を利用するようになりました。また、最近の航空燃料の高騰のあおりを受けまして、航空会社

各社が不採算路線の減便・廃止を検討するなど、大館能代空港を取り巻く状況は非常に厳しい

ものになってきております。平成22年の東北新幹線の青森延伸も航空路線のライバルとなりか

ねず、この対応も大きな課題となっております。しかしながら、圏域一丸となって誘致に成功

しましたあきた北空港は間違いなく県北の空の玄関口であり、また、10年前に一番機を迎えた

ときの感動を思い返しながら利用促進への決意を新たにしている次第であります。

　②地域空港の生き残りにかける基本戦略をどのように考えるかでありますが、１点目でも

申し上げましたが、東京便についてはビジネス客により採算がとれていることから、これをさ

らに伸ばすことができるようにダイヤの改定や３便化、割安利用料金「特割１（ワン）」の設

定などを働きかけてまいりたいと思います。また、大館市を滞在型観光の拠点として確立させ

ることにより、空港の観光利用につなげてまいりたいと考えております。さらに、山形空港で

年間１万人増の実績を上げました旅行代理店への助成制度についても年度内実施に向けて検討

をしております。いずれ、こうした事業を周辺市町村と一体的に取り組むことで十分生き残る



－49－

ことができるものと思っております。

　③行政側にも行動を前面で実践できるセクションを設けてしかるべきということでありま

すが、現在、観光物産課に大館能代空港利用促進協議会事務局を置いてさまざまな施策に取り

組んでおりますが、空港利用の多くを占める観光客の利用増について現在近隣４市が中心とな

りまして観光資源の活用策を作成しているところであり、今後の連携体制や組織のあり方につ

いて十分に協議しながら、専門セクションの設置についても検討してまいりたいと考えており

ますので、御理解をお願い申し上げます。

　２点目、ＰＦＩ方式導入による大町市営住宅建てかえ計画についてであります。①として

今後の市営住宅のあり方についてでありますけれども、本市の住宅には公営住宅法による低

所得者向けの市営住宅と、中堅所得者向けの特定公共賃貸住宅、さらには所得制限のない定住

化促進住宅の３種類があります。都市計画マスタープランにありますように、住宅政策として

中心市街地においてはまちなか居住を推進しているところであります。そのため、大町周辺の

市営住宅４団地の建てかえを中心市街地への人口定着を図るための核として位置づけ、民間活

力の導入により財政負担の軽減に努め、市民のニーズに対応しながら効率的かつ効果的に事業

を進めるべく取り組んでいるところであります。また、合併後の新市全体にわたる住宅政策方

針が未策定であることから、現在、大館市住宅マスタープランの見直しにも着手しております。

　②管理運営費を税負担することが適切か。また、用地は無償貸与するのか、用地買収費を

も含めた事業になるのか、③現地法人を含めＰＦＩ方式実施に係る業者選定の基本的な考え

方はどうかというこの２点につきましては関連がありますので、一括してお答え申し上げた

いと思います。最初に、大町住宅の建てかえの必要性についてでありますが、大町地区は金融

機関や病院等の都市機能が充実しており交通などの利便性も高く、特に高齢者には歩いて暮ら

せる場であるなど快適な生活環境にあります。また、一般向けの高層賃貸住宅のない地区でも

ありますことから、まちなか居住の先行的なプロジェクトを行う上で最適地であると考えてお

ります。今回計画しております大町住宅の整備手法につきましては、従来の手法である市が直

接建設する場合のみではなく、民間の活力を活用した整備手法についても比較・検討し、６月

20日に開催されました中心市街地を考える議員の会での説明にもありましたように、20年間の

市費の支出総額は借り上げ方式の場合の方が１億2,000万円ほど少なくなる試算となっており、

市民の負担を軽減するものと考えております。この事業につきましては当初の計画規模が大き

かったことから、２度の公開説明会開催を経て規模を縮小するとともに地権者の協力を得なが

ら事業内容の大枠を固めたものであり、商工会議所建設業部会を対象とした数回の説明会を経

て、去る８月１日に事業主体となる新会社が設立されたものであります。なお、この地元企業

７社からなる新会社では、今後も個人・団体を問わず多くの参画を呼びかけていくと聞いてお

ります。また、用地につきましてはこの民間事業主体が所有者から借り受ける計画となってお�

り、市はこのような経費を含めた形で事業主体に借り上げ料を支払うこととなります。大町住
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宅建てかえにつきましては、新会社が建設業者などの選定を行い発注することになりますが、

補助事業であることから市としても公平・公正となるべく指導・監督をしていかなければなら

ないものと考えております。今後はこの事業を具体的な一歩として、新町・中町・向町住宅の

建てかえや正札街区につなげてまいりたいと考えており、地域の活性化を促進する意味におい

てもこの地区への住宅建設による波及効果が期待されますので、御理解をお願いいたします。

　以上であります。よろしく御理解を賜りますようお願い申し上げます。（降壇）

○24番（田中耕太郎君）　議長、24番。

○議長（虻川久崇君）　24番。

○24番（田中耕太郎君）　ありがとうございました。１点だけ、大町住宅の建てかえに関して

お聞きします。先ほど質問の中でも申し上げましたが、100％の入居率を前提にしていろいろ

な計算の組み立てをなさっているように聞こえますが、これが70％もしくはそれを割るような

入居率で推移した場合、税の補てんというのはとんでもない金額になってきます。申し上げた

とおり、この厳しい財政の折、その多額な補てんまでしてもこの事業をなし遂げなければなら

ないのかどうか、抜本的に見直すお考えがないのかどうか、市長のお考えをお聞かせ願いたい

と思います。

○市長（小畑　元君）　議長。

○議長（虻川久崇君）　市長。

○市長（小畑　元君）　再質問にお答えしたいと思います。まず、まだまだ詰めが甘いと私も

思っております。いろいろな意味でのリスク負担その他については、もちろんＰＦＩ事業にお

いてもそうですけれども、例えば大館市のＰＦＩ事業のときに、どういう形でごみの処理につ

いてＰＦＩの方にお支払いするのかというと、ごみの量で、従量制でお支払いしているわけで

す。それは、ある意味では市の負担についても一定程度歯どめがかかる形になっているわけで

す。ですから、市が頑張ってごみの節減に努めればそれだけ払う料は、負担が少なくなるとい

うことになるわけです。同じことがこの住宅に関してもＰＦＩ的な手法をとるならば当然考え

ていかなければいけないことだと思います。それからまた、事業のいわゆるフィージビリティ

ー、これが事業として成り立ち得るかどうか、これは当然参加するＰＦＩ側の各業者も相当真

剣に考えていかなければいけない問題だと思います。ですから、事業実施ありきということよ

りもこれらの前提条件をきっちり整理して、そしてまた、リスクの管理についても市民の皆さ

んにこれ以上御負担がかからないような形をきっちりと整えた上でなければ、私も事業は簡単

にスタートできないと思っております。その意味でも、これからも十分な検討をし議会に御相

談してまいりたいと思いますので、よろしく御理解のほどお願い申し上げます。

○24番（田中耕太郎君）　議長、24番。

○議長（虻川久崇君）　24番。

○24番（田中耕太郎君）　ありがとうございました。いわゆる差額補てんの部分に関しまし
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て、私、仕事柄、比内・田代も歩きますが、どこへ行っても言われるのがこの２万9,000円の

持ち出し、もしくは家賃がきちんと設定されたときに差額補てんがまだ広がるのではないかと

か、いろいろなところを市民の皆さんが大変心配していらっしゃいます。その辺の周知徹底を

きちんと当局側からしていただくことをお願い申し上げて、終わりといたします。

○議長（虻川久崇君）　次に、小畑淳君の一般質問を許します。

〔４番　小畑　淳君　登壇〕（拍手）

○４番（小畑　淳君）　平成会の小畑淳でございます。まずは、故桜庭成久議員に謹んで哀悼

の意を表します。なりさんと呼ばせてもらいますが、なりさんとは会派も同じ、しかも同期と

いうことで非常に親しくさせていただきました。特に、夜の活性化事業での国際交流・仲見世

交流では、伊藤前議長、佐藤久勝議員とともに活発な議論を交わしたものでございました。し

かし、それも今はできなくなってしまいました。非常に寂しい限りでございます。改めまして、

なりさんの御冥福をお祈り申し上げます。それでは通告に従いまして、順次質問をさせていた

だきます。

　まず、扇田地区の雨水処理と二井田堰のかかわりについて質問いたします。扇田地区には

東西に流れる通称二井田堰と呼ばれている水路があります。その開削は今から約300年前の江

戸時代、享保の時代までさかのぼり、当時の二井田の住民であった一関重兵衛という人が佐竹

藩の支援を得て開削したという歴史のある水路でございます。その二井田堰は、中山にありま

す米代頭首工より取水した水を本市の穀倉地帯である二井田地区と真中地区の水田約730ヘク

タールに水を供給するため最も重要な役割を果たしている水路であり、現在は二井田真中土地

改良区の手によって管理されております。また、二井田堰は扇田市街地の中を流れることから、

扇田地区住民にとりましても昔からその生活に大きくかかわってきた水路でもあり、扇田地区

では二井田堰のことを扇田堰とか小川と呼び親しんできた経緯があります。そのかかわりは多

岐にわたっており、防火用水や地下水の確保、また、生活雑排水の処理やそれに伴う悪臭公害

の解消、さらには冬の雪捨て場や景観の保全、そして住民の憩いの場として日常生活に欠くこ

とのできない水路としてその役割を担ってきたこともまた事実であります。そして何よりも一

番重要なかかわりを持っているのが、扇田地区の80％の約145ヘクタールの雨水処理に二井田

堰が使われているということであります。現状では、扇田地区に少し強い雨が降ればその大半

が二井田堰へ流入するため用水路である二井田堰の水位は瞬く間に上がり、下流においてはあ

ふれた水が住宅地へ浸水するということを繰り返しているのが実情であります。市当局におき

ましてもこの状況を踏まえ、比内総合支所と二井田真中土地改良区、そして大館消防署比内分

署の３者が協議し二井田堰増水時の対応マニュアルをつくり、二井田堰のゲート操作を行うな

ど被害を未然に防ぐための対策を講じているようですが、流入量が余りにも多く、その対応も

限界に来ております。当然といえば当然ですが、そもそも水田に水を供給するため満面の水を

こがわ
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たたえている農業用水路にこれほど大量の雨水が短時間に流入する構造自体、物理的に無理な

のではないでしょうか。特に、最近の雨による被害は地球温暖化の影響ではないかと言われて

いるように、短時間にしかも局所的に強く降る雨、いわゆるゲリラ豪雨とか、雷を伴うゲリラ

雷雨などと呼ばれている雨が全国的に多発しております。そして記憶に新しいわけでございま

すが、７月に神戸の都賀川で起きた濁流による事故や、８月に東京都豊島区で下水道工事の作

業員が流された事故などは、それらの豪雨が原因であると言われております。しかし、扇田地

区ではその豪雨でなくても同様の被害をもたらす危険性が非常に高いわけであり、二井田堰沿

いに暮らす住民はわずかな雨量でも床下浸水などの不安にさらされているだけではなく、管理

者である二井田真中土地改良区においてもその水路の決壊や付随施設の損傷などが心配され、

このままだと住民生活のみならず農業経営にも重大な支障を来すのではないかと危惧するとこ

ろでございます。ことしも既に２件の民家が二井田堰の増水により床下浸水の被害に遭ったこ

とは、市当局におきましても確認されておることと思います。市民の生命と財産を守るべき行

政において、いま一度この実情を的確に把握し、長年にわたり扇田地区の雨水処理の大半を

二井田堰という用水路に依存してきた構造を抜本的に見直すべきと考えますが、今後の取り

組みについてお伺いいたします。また、二井田真中土地改良区の話によりますと、最近は用水

管理のために二井田堰のゲートを操作する回数よりも、雨水対策でゲートを操作する回数が多

いとのことであります。本来の業務である用水管理や施設の管理に支障が出るのではないかと

危惧しているとのことでございました。今後、抜本的に見直すとしても、当面は二井田真中土

地改良区の理解と協力なくしては扇田地区の雨水対策はなし得ないこともまた事実であります。

市当局におきましてもそのことを踏まえ、水路施設等の利用に当たっては管理者である二井田

真中土地改良区と協議しながら、実情に配慮した対応がなされることを望みます。

　次に、市立病院についてお伺いします。全国的に地域医療の中核を担うはずの自治体病院

は、損益収支を初めとする経営状況が悪化するとともに、深刻な医師不足などから病床の縮小

や診療科の閉鎖、病院の再編・統合など、その経営環境や医療提供体制の維持が極めて厳しい

状況となっております。19年度の決算見込みでは、事業損益は収益が83億2,192万円に対し費

用が97億8,453万円で、差し引き14億6,261万円の純損失となっております。自治体病院といえ

ども公営企業である以上、事業に要する経費は原則として事業収益をもって賄うことが理想で

ありますが、地域住民の健康維持と増進のために不可欠な施設であり、地域の中核医療施設と

しての立場から損益のみを判断基準にした経営行動をとり得ない場合があることも事実でござ

います。とはいえ、公営企業の運営は利潤の追求が目的でないため、また、地方公共団体が経

営しているため倒産の心配がなく、ともすれば経営の合理化・能率化の努力が怠りがちであり、

それが公営企業の経営悪化に拍車をかけることも否めません。こうした状況の中で、管理者初

め、病院長・医師・看護師・事務職員など病院全職員の経営改善に対する意識を高め、例えば

病院の経営状況を厳しく分析し、管理者・病院長を中心に職員が一致団結して経営改善に当た
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ってもらうことが重要となってくるわけです。そこでまず、今後の経営状況の見通しと対策

をお尋ねします。

　また、県や市町村の地方公営企業の経営する全国の自治体病院は669事業973病院、そのうち

赤字を計上している事業数の割合は平成16年度66.2％、平成17年度68.7％、平成18年度78.9％

と悪化をたどり、病床数削減や廃院に追い込まれる病院が相次いでおります。こうした状況の

中、政府は昨年６月に決定した骨太方針2007の歳入歳出の一体改革の実現の柱である社会保障

改革の主要課題の一つとして公立病院改革を位置づけ、12月に総務省から公立病院改革ガイド

ラインを発表しました。このガイドラインは、１．公立病院改革の必要性、２．公立病院改革

プランの策定、３．公立病院改革プランの実施状況の点検・評価・公表、４．財政支援措置の

４項目からなっております。注目すべきは20年度、つまり今年度中に公立病院改革プランを策

定し、経営の効率化、再編・ネットワーク化や経営形態の見直しを盛り込むこととされており

ます。経営の効率化では経常収支比率、職員給与費対医業収益比率、病床利用率なども定める

とされておりまして、それに沿って３年以内の黒字化を目指すよう自治体に求めております。

また、再編・ネットワーク化では都道府県が中心となって２次医療圏単位の経営主体の統合を

推進するとされております。さらに、経営形態の見直しでは人事・予算などにかかわる実質的

な権限、結果への評価・責任を一体化する運用体制として、地方公営企業法の全部適用や非公

務員型の地方独立行政法人化、また、指定管理者制度の導入、民間譲渡も検討するとされてお

ります。このように国による攻撃が強まる中、自治体が経営する病院事業は単体事業としても、

また、自治体財政運営全体の観点からも一層の健全経営が求められることとなり、公立病院が

今後とも地域において必要な医療を安定的かつ継続的に提供していくためには、多くの公立病

院において抜本的な改革の実施が避けては通れない課題となっております。本市においても先

ごろ病院事業経営改革検討会なるものを設置し、経営改善に向け取り組むことが報道されてお

りましたが、検討推進の中、今回の公立病院改革プランの策定について３点ほどお伺いしま

す。１点目は、どのような認識でプランを策定するのかお聞きします。２点目は、プラン策

定までのスケジュールをお示しいただきたいと思います。３点目は、公営企業法としての病

院経営全体の見直しまで迫るものであり、外部有識者の助言を得ながら全庁挙げての対応が

必要と思いますが、策定に当たっての体制・メンバーをお伺いします。

　最後に、財政についてお伺いします。財政健全化法ができ、いよいよ国・地方を通じて厳

しい財政状況の中、地方自治体がそれぞれに財政的な自己規律、セルフコントロールをちゃん

とせよという新しい法制のもとでしっかりと検討していかなければならないこととなりました。

あわせて、その中で地方議会の役割ということが従来にも増して重要になってきております。

地方自治法から言いますと、これまでの議会は財政上の責任については極めてあいまいに考え

られてきたように思いますが、今回の法制を通じてはっきりしたことは財政運営の責任が執行

機関にだけあるのではなく、監査を含めて議会の責任も大きくクローズアップされてきたとい
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うことであります。市長は今定例会の行政報告において、地方財政健全化法に伴う実質赤字比

率など４つの指標からなる健全化判断比率及び公営企業における資金不足比率などを速報値と

して発表されました。それによりますと、健全化判断比率については実質赤字比率・連結実質

赤字比率は本市ではどちらも黒字決算であり健全であると報告されました。また、普通会計で

の公債費や各企業会計への起債償還分の繰出金などの指数である実質公債費比率では、早期健

全化基準値25％に対しまして17.5％と基準値をクリアしております。さらに、地方債残高や第

３セクターの損失補償などの指数である将来負担比率は、早期健全化基準値350％に対して

194.6％に抑えられております。一方、企業会計決算における資金不足比率についても不足額

がなく健全であるとの報告でありました。しかし、本市の平成20年度当初予算においては臨時

財政対策債の減少や後期高齢者医療制度の創設、病院事業への繰出金の増加などにより財源不

足が見込まれたことから、財政調整基金から３億円、そして減債基金からも３億円、また、教

育施設整備基金から2,900万円の、合わせて６億2,900万円の繰入金を計上しております。これ

によりまして、取り崩し可能基金の残高は６億5,700万円まで減少しました。本来の使用目的

があるはずの基金を取り崩し、当初予算に繰り入れられて編成された予算が財政健全化法の基

準値をクリアしたからといって、本当に健全であると言えるのでしょうか。この基準値はあく

まで国が定めた最低限の数値であり、将来にわたり大館市が健全な財政運営を続けていくため

には実情に合った大館市独自の基準値を考えていくことも必要ではないでしょうか。そこで市

長に、平成21年度、22年度対策を含めた今後の財政見通しについてお伺いをし、私の質問を

終わらせていただきます。

　御清聴ありがとうございました。（拍手）（降壇）

〔市長　小畑　元君　登壇〕

○市長（小畑　元君）　ただいまの小畑議員の御質問にお答えいたします。

　１点目、扇田地区の雨水処理と二井田堰のかかわりについて。長年にわたり扇田地区の雨

水処理の大半を二井田堰という用水路に依存してきたが、構造を抜本的に見直すべきではな

いかというお尋ねでありますが、二井田堰は農業用水路としての役割のほか、防火用水や雨水

処理等の役割を担っており、扇田地区の住民にとっては日常生活に欠くことのできない水路と

なっております。現在の雨水処理計画では、議員御指摘のとおり、扇田地区の雨水の大半は二

井田堰に排水する計画となっており、これは、合併前の比内町の計画を引き継いだものであり

ます。しかしながら、近年、局所的な豪雨により二井田堰が短時間に増水し、床下浸水の危険

にさらされていることについては市としても憂慮しているところであります。当面の対策とし

ては、二井田真中土地改良区と十分協議しながら降雨時における適正な水量管理の徹底を図り、

地域の皆様に御不便をおかけしないようにしてまいりたいと考えておりますが、今後、抜本的

な対策として、排水先の変更を含む雨水処理計画の見直しをしてまいりたいと考えております

ので、御理解を賜りますようお願い申し上げます。
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　２点目、市立病院について。①今後の経営状況と見通し、対策はについてでありますが、

平成19年度決算では両病院合わせて14億6,300万円の単年度純損失となり、減価償却費等を除

いた資金ベースでは７億4,500万円の純損失となりました。総合病院における本年４月から７

月までの４カ月間の収支状況でありますが、医業収入は、外来収益が患者数の減少により前年

度比で約2,000万円のマイナスとなったものの、入院収益では7,600万円のプラスとなってお

り、年間でも昨年度の収益を上回るものと予想しております。しかしながら、支出においては

給与費・光熱水費・委託料とも増加しており、さらに前年度に購入した器械備品の減価償却も

始まることから今後も極めて厳しい経営が見込まれます。また、扇田病院における本年４月か

ら７月までの４カ月間の収支状況についてでありますが、医業収入は、入院・外来収益で前年

度比約900万円のプラスとなっており、こちらも年間で昨年度の収益を上回るものと予想して

おります。支出については前年度比で大きな差はありませんが、引き続き厳しい経営状況にあ

ることには変わりありません。現在、時間外手当の削減や光熱水費の徹底した節減に取り組む

一方、診療報酬増に向けた各種施設基準の届け出、また、本定例会に条例改正案を提出してお

ります分娩介助料や文書料等の使用料及び手数料の改正など、さまざまな手だてを講じている

ところであります。さらに扇田病院においては、夕方５時以降に内科を中心に診療を行う仮称

「夕やけ診療」の検討を行っており、総合病院においては、看護師配置基準を現行の10対１か

ら７対１に移行することによる大幅な収入増に向けた整備を進めているところであります。自

治体病院としては地域医療を守るため、救急医療や周産期医療・精神医療などの不採算部門で

あっても堅持していかなければならないことから、今後はさらなる経費削減、収入増への取り

組みに加え、一定程度の財政支援についても検討してまいりたいと考えております。

　②公立病院改革プランについて。〇プラン策定についての認識についてでありますが、全

国の自治体病院では経営の悪化と医師不足等による医療機能の低下という共通の問題を抱えて

おり、地域で担うべき医療の提供に支障を来し始めております。こうした状況を踏まえ、総務

省では経済財政改革の基本方針2007に基づき公立病院改革ガイドラインを策定し、この中で公

立病院改革プランを20年度中に策定することを各公立病院に求めております。改革プランは、

経営効率化については３年、再編・ネットワーク化、経営形態の見直しについては５年程度を

標準として策定することとされており、とりわけ経営の効率化については経営指標に係る数値

目標を設定すること、公立病院として提供すべき医療機能を確保すること、一般会計からの所

定の繰り出し後、経常黒字が達成される水準をめどとすること、さらに、病床利用率が過去３

年連続して70％未満の病院については、病床数等を抜本的に見直しをすることが求められてお

ります。したがいまして、公と民の適切な役割分担のもと、地域において必要な医療提供体制

の確保を図るための経営の効率化、行革を計画的に進め総合病院・扇田病院両院が将来にわた

って安定した良質な医療を提供するための改革プランを策定したいと考えております。

　〇プラン策定までのスケジュールは、〇外部有識者の助言を得ながら全庁挙げての対応が

ア

イ ウ
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必要と思うが、策定に当たっての体制・メンバーは。この２点につきましては関連がありま

すので、一括してお答え申し上げます。本年６月に病院事業経営改革委員会を設置し、委員長

には病院事業管理者が、また、委員には吉田副市長、総合病院事務局長のほか、市から総務部

長・財政課長・職員課長を参加させ、全庁を挙げて改革プランを策定する体制をとったところ

であります。さらに、委員会の下部組織として幹事会、その下に検討委員会を設置し、総合・

扇田両病院の係長以上の職員のほか市長事務部局からも４人の係長が委員となり、病院経営に

ついての多角的な分析・提案等幅広い視点から議論を行っているところであり、今月中には取

りまとめをしたいと考えております。また、プラン作成に当たり外部からの助言をということ

でありますが、これまでも医療関係者及び監査委員を初めとする有識者の皆様から機会あるご

とに貴重な御意見を伺っており、今後とも健全経営の参考にしてまいりたいと考えております。

なお、総合・扇田両病院内においてもこれまで中期経営計画等により経営改善に取り組んでき

たところであり、両病院長を中心に経営健全化への計画を検討しておりますことから、両案の

整合性を図った上で正式な改革プランとして集約したいと思っております。プランがまとまり

次第、議会に御提示し御意見を賜りたいと考えておりますので、よろしくお願い申し上げます。

　３点目、財政について。19年度における財政健全化の４つの指標はいずれも健全であるが、

今後の見通しはというお尋ねでありますが、地方公共団体の財政の健全化に関する法律によ

る平成19年度の各比率におきましては行政報告で申し上げましたとおり、４つの健全化判断比

率及び公営企業における資金不足比率すべてにおいて基準値以内となっております。行政報告

で申し上げました比率のうち将来負担比率について速報値を194.6％としておりましたが、こ

の比率は今回新たに創設されたものであり、県との内容精査において先週末に211.5％に修正

となり、また、今後も算定内容に若干の変動が予想されますことから、変動後の数値が今月末

の国からの公表数値となりますことを御理解いただきたいと思います。また、行政報告で申し

上げましたとおり、各比率の最終的な確定値につきましては11月の臨時会で御説明いたします

のでよろしくお願い申し上げます。さて、御質問の今後の見通しについてでありますが、まず

１つ目の普通会計等における実質赤字比率と、２つ目の普通会計や企業会計すべてを合算した

連結実質赤字比率につきましては、早期健全化基準値に達する赤字額を試算するとそれぞれ実

質赤字額で25億円、連結実質赤字額で35億円と大幅な赤字額にならなければ基準を上回ること

にはなりませんので、見通しとしては平成19年度と同様に健全の領域内で推移するものと考え

ております。３つ目の普通会計の公債費や各企業会計への起債償還分の繰出金などの比率であ

ります実質公債費比率では、早期健全化基準値25％に対し19年度は17.5％で健全の領域であ

り、さらに分母である標準財政規模が本年度ベースで推移するものと仮定した場合の試算では

22年度でピークの19.9％となり、その後は減少する見込みであることから健全化基準値内で推

移するものと試算しております。この見込みにつきましては以前の見込み比率より数ポイント

向上しておりますが、この要因は病院増改築事業での起債増加が20年度まで続くものの、一般
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会計など普通会計における起債残高が19年度末396億円に対し本年度９月補正後ベースでは376

億円となっており、額で20億円、率で5.2％減少していること、また、分母である普通交付税

が本年度の地方再生対策費などで増加していることや、都市計画税の一部が公債費充当財源と

なったことによるものと分析しております。４つ目の大館市全体の起債残高や第３セクターへ

の損失補償などの指数である将来負担比率は、早期健全化基準値350％に対し本市の19年度比

率は、先ほども申し上げましたとおり211.5％で基準を下回っており、20年度見込みでは地方

再生対策費で普通交付税が増加することにより比率が７ポイントほど下がり、さらに21年度以

降も分母が本年度並みに推移するものと仮定した場合では、200％前後で推移するものと見込

んでおります。一方、企業会計決算における資金不足比率については各公営企業会計の比率が

対象となっており、経営健全化基準値20％に対し19年度比率は各企業会計とも現金ベースでの

不足額はありませんが、病院事業会計において本年度末の見込みで多額の現金ベースでの不足

額が予想されますことから、この対策として管理者を中心に国のガイドラインに沿った改革プ

ランを早急に作成するよう指示しており、地域医療を守るため職員が一丸となってこの難局を

乗り切っていく必要があるものと考えておりますので、御理解をお願い申し上げます。

　以上であります。よろしく御理解を賜りますようお願い申し上げます。（降壇）

○議長（虻川久崇君）　この際、議事の都合により10分間休憩いたします。

午後２時２分　　休　　憩

午後２時12分　　再　　開

○議長（虻川久崇君）　休憩前に引き続き、会議を開きます。

　佐々木公司君の一般質問を許します。

〔20番　佐々木公司君　登壇〕（拍手）

○20番（佐々木公司君）　いぶき２１の佐々木公司です。通告に従いまして、６項目について

質問いたします。市長におかれましては、明解なる答弁をよろしくお願いいたします。

　最初に、防犯メールについてであります。昨年７月からスタートした大館警察署による防

犯情報などを携帯電話やパソコンに配信するメールサービスの安心・安全ニュースが、運用か

ら１年を経過しましたがその登録が伸び悩んでいるということであります。そもそもこの防犯

メールとは、犯罪から身を守るために必要な子供に対する声かけ事案や犯罪の発生・防犯対策

情報などをパソコンや携帯電話にメールで配信するサービスです。その中身としては、子供被

害情報、子供に対する声かけ事案等の不審者情報、犯罪発生・防犯対策情報、通り魔事件や路

上強盗・ひったくりなどの事件の発生とその防犯対策情報、そして、お知らせ情報として地域

の安全に関する情報があります。これらは、各交番や駐在所からの広報紙は市の広報などによ

り随時情報は流されているものの、犯罪等危険が迫っている情報については素早くその対応が
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求められていることからして、警察と同時進行で察してもらえればというのがねらいとのこと

であります。これに対し、各町内会や防犯団体などの呼びかけに対して現在登録は34人とのこ

とであります。全国各地で人を殺傷するさまざまな事件が多発する物騒な現在の世相の中、幸

い大館市内ではそのようなことが起きてはいないものの、情報化社会の中でこれらを適宜活用

することは防犯面で有効と考えますが、市長の御所見をお伺いいたします。

　２点目、あきた子育て緊急サポートネットについてであります。９月３日付の新聞に、あ

きた子育て緊急サポートネットワークの県南支部、これは横手市でありますけれども、子育て

を預かるサポート会員を募集しているという記事がありました。これは、子供が保育園で熱を

出したが迎えに行けない、急な残業で迎えに間に合わないといった働く親たちを支援しようと、

昨年の秋、秋田市で発足しその後県南支部が発足したとのことであります。このあきた子育て

緊急サポートネットワークの活用は厚生労働省の委託で、秋田県では秋田県母子寡婦福祉連合

会が運営しているとのことであります。保育園に通う子供を持つ共働きの若夫婦たちにしてみ

ればよく直面する問題でもあります。緊急時に子供の送迎や保育を有償で担ったとしてもこの

ような体制があればどんなに心強いか、身近に孫たちの育児を見守りながら、男性の育児休業

の取得などとあわせて少子化対策の一助となるものと考えますが、こういう仕組みづくりが

できないものかどうかをお尋ねいたします。

　３点目、がん征圧月間の取り組みについてであります。御承知のように９月１日から30日

まではがん征圧月間です。近年、高齢化社会を迎える中で日本国民の死亡原因の第１位はがん

です。これは全死亡者の３人に１人の割合となり、死亡率も年々増加傾向にあります。しかし、

医学の進歩とともにがんも早期に発見し適切な治療をすれば、胃がんなどは高い確率で治るこ

とも可能になってきているのであります。2007年の部位別がん死亡率の割合は、男性は第１位

が肺がんで23.5％、胃がんが16.4％、大腸がんが11.3％、肝臓がんが11％、膵臓がんが6.4％

という数字になっております。そして年間に20万2,628人が亡くなっております。一方、女性

は第１位が大腸がんで14.2％、肺がんが13.4％、胃がんが13.1％、肝臓がんが8.7％、そして

乳がんが8.5％という数字で、年間13万3,662人が亡くなったということであります。９月１日

のさきがけ新聞に一面を使っての広告記事でありましたが、「がんの初期は無症状、定期検診

で早期発見。検診と日々の暮らしで、がん予防」のスローガンと、がんの危険信号８カ条、こ

れは日本対がん協会制定でありますが載っておりました。当市でも広報の保健＆健康ページに

も検診について取り上げており、７月号の「あんない」の保健センターだよりで「受けていま

すか？胃がん検診」について掲載されております。９月３日、県発表の人口動態統計では昨年

がんの死亡者は3,937人で、がん死亡率は人口10万人当たり352.5人と前年度に比べて微増して

おります。しかしながら、11年連続全国ワーストワンであったとのことであります。私が申し

上げたいのは、秋田県はがん死亡率全国ワーストワンであること、そのことの啓発と周知徹

底、がん予防についてもっともっと市民に対して声を大にして訴えてもよいのではないかとい
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うことであります。このことについて、市長の御所見をお伺いいたします。

　４点目、異常気象による災害対策と地球温暖化への取り組みについてであります。風水害・

台風・土砂災害・地震などの備えに対して、大館市防災会議による大館市防災計画においては、

震災対策編は平成20年３月に第２次修正、一般災害対策編においても平成20年３月に第８次修

正がされ、分厚いマニュアルが存在いたしますが、その運用・活用について適切・迅速に活用

されることを切望いたします。そして、今９月の広報折り込みの2008年防災マップの配布は大

変時宜を得たものと思います。ただ、課題は高齢者世帯や障害のある方々のひとり暮らしなど

災害弱者に対する対応をいかにするかではないでしょうか。この夏、各地で短時間に局所的な

豪雨をもたらす、いわゆるゲリラ豪雨が発生し多くの人命が失われ、家屋や各種施設、農作物

にも甚大な被害がありました。また、海岸侵食の進行や夏の猛暑も例年化してきております。

これらゲリラ豪雨の原因は積乱雲、いわゆる入道雲と言われております。地表付近の空気が暖

かくかつ湿った状態で上層に冷たく乾いた空気が流れ込むと大気の状態が不安定になり、この

不安定を解消しようと上下の空気が入り混じる結果、積乱雲が発生し局所的な激しい雨を降ら

せるとのことであります。気象庁によれば１時間に80ミリメートル以上の猛烈な雨が１年間に

発生する回数は1976年から1987年までの間、全国平均で1,000地点当たり10.3回、そして1998

年から2007年までの間においては18.5回とほぼ倍増しております。つまりゲリラ豪雨はここ数

10年、確実にふえているとのことであります。これらより範囲を広げて１時間に50ミリメート

ル以上80ミリメートル未満の非常に激しい雨も含めると2004年の発生回数は470回、過去最多

であった1998年の419回を50回以上も上回っており、６月末以降の各地での豪雨が頻発してい

ることしはこの記録をさらに更新するのは確実と言われています。９月１日に気象庁の６月か

ら８月までの天候のまとめが発表され、西日本を中心に気温35℃以上の猛暑日や30℃以上の真

夏日が多かった一方、大気の状態が不安定で１時間雨量は全国59地点で観測史上最多を記録し、

猛暑と豪雨が同居しさらに台風上陸も８年ぶりにゼロの奇妙な夏であったとのことであります。

一方、国土交通省の19年度水害被害額の速報値が発表され、大館北秋など県北に甚大な被害を

もたらした９月豪雨により秋田県は274億9,400万円と全国最多で、水害統計をとり始めた昭和

36年以降で全国一というのは初めてということであります。こうした異常気象や猛暑は地球温

暖化によるものと早くから専門家が指摘しているところであります。このように確実に地球環

境をむしばんでいる地球温暖化を防止するために抜本的な対策を講ずべきと考えます。国の低

炭素社会づくりに向けたそれぞれの取り組みとして、低炭素社会づくりに向けた４つのイノ

ベーションを実現するために、このイノベーションというのは１つには技術、２つ目にはエネ

ルギー、３つ目には資金、４つ目には社会制度が不可欠と述べられております。個々のイノベ

ーションの中身については省略いたしますが、国・地域・企業・家庭のあらゆる関係者の努力

が必要と述べており、地域の取り組みとして環境モデル都市を挙げております。環境先端都市

とあわせて環境モデル都市を宣言し、この地域から全国に先駆けて環境モデルを目指した取
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り組みを発信する考えはないかどうか、市長のお考えをお伺いいたします。

　５点目、大館能代空港の利用促進についてであります。午前中に同僚議員の質問の中にも

ありましたけれども、最初に、大阪便の初の２便化はどうであったのかであります。大館能

代空港と伊丹空港を結ぶ大阪便が期間限定ながら８月９日から17日までの９日間、２便化が実

施されました。平成10年７月の開港時の１日１往復の通年運行から搭乗率の低下の理由により

11年度からは冬期運休で12月から２月まで、そして12月から３月までと運休の変遷を経ながら

平成17年11月から再び通年運行になりました。そして、166人乗りジェット機から74人乗りプ

ロペラ機の変更などがあったわけですが、昨年のわか杉国体の開催効果は別格としてその後苦

戦しているのではないでしょうか。８月の利用状況で、18年度5,802人、19年度3,778人、これ

は18年度比34.9％の減であります。20年度の実績はどうでしたでしょうか。地元紙の毎日の航

空券予約状況の欄についつい目が行きますが、丸印は残席20以上、三角は残席19以下、バツ印

は満席でありますが非常に丸印が多いのが気がかりです。大阪便の搭乗率のアップ、それを継

続させるための方向性についてどうなのか市長のお考えをお伺いいたします。また、今回２便

化に対して利用促進協による片道1,000円の助成実績はどうであったのかをお尋ねいたします。

　次に、大館能代空港が開港10周年を迎えました。周知のとおり現在東京便は全日空の午前

と夕方の２便であります。空港の利用者数は、当初は増加傾向にあったものの平成14年度の16

万9,342人をピークにそれ以降５年連続してダウンしております。昨年度は13万7,298人との発

表であります。搭乗率は東京便が60％前後、大阪便は50％前後で推移している状況下、利便性

を向上させ搭乗率向上が課題と言われ続けてきておりますが、このことについての認識と需要

創出の今後の展望について市長の見解をお尋ねいたします。また、この８月に、市長はＡＮ

Ａ本社に訪問しいろいろな形で地域の要望を出したと聞いておりますが、その感触はどうだっ

たかをお尋ねいたします。

　最後に、観光資源と観光振興についてお尋ねいたします。８月20日開催の文化観光講演会

は「観光産業は文化産業！」というビッグタイトルで、「2010年　東北新幹線青森開業がもた

らすもの」という標題でありました。この講演会の案内文は、当大館地域では地元産業と連携

した体験型観光や産業観光など地域特性に配慮し、地元の観光素材を生かした新たな視点での

観光需要の掘り起こしは重要な課題になっております。このような状況の中、2010年東北新幹

線青森駅開業を見据えた県北地域の誘客対策は喫緊の課題である。観光産業を文化産業として

とらえる重要性や受け入れ体制等の整備条件等について考える絶好の機会であると銘打って開

催されました。株式会社ＪＴＢの常務取締役の清水慎一氏の講演は、今まで私も観光振興につ

いてたびたび述べてきたことの裏づけとともに目からうろこが落ちる思いでした。この内容に

ついては、市長自身も最前列で最初から最後まで熱心にお聞きになっておりましたから、詳細

について述べることは多少食傷ぎみと思われるでしょうけれども、あえて述べさせていただき

ます。講演のレジュメやパワーポイントなどからその注目すべきキーワードを含めピックアッ
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プしてみますと、「観光は地域を救う。人口減少地域では交流なくして活力なし。秋田県の人

口114万人から2035年には78万人になるであろう」ということで、全国最高減少率を記録する

であろうと言われております。そして「交流人口が増加することにより人口減少や高齢化で衰

退しつつある地域を救うのは観光による交流人口の拡大が大事であり、観光による交流人口の

増大が地域にもたらす効果は大変大きい」、そして「秋田県の観光は低迷している。その他の

課題としては桜や紅葉祭り、花火大会、温泉に依存し過ぎる。十和田八幡平・角館に偏り過ぎ

ている。波動が強い、つまり冬は極端に少ない。昔ながらの周遊観光で宿泊が減少している。

家族によるマイカー旅行が主体である、いわゆるマンネリぎみである。観光客の動向の変化に

対応できていない」と指摘しております。「観光客のニーズや動向が急激に変化してきており、

単に自然・花・温泉・祭りだけでなく町歩きなど地域全体の魅力が問われている」と申してお

ります。「地域の自然・景観・歴史・伝統・文化・生活・食を滞在しながらじっくり体験し、

住民との交流を求めている」そういう意味で観光は文化産業と声を大にして述べておりました。

「これらの観光振興は地域ならではの個性・資源を磨かなければならない」、そして「秋田県

大館市は自然・環境・歴史・伝統・文化・生活・食などの地域資源の宝庫であるけれども、し

かしながら、決して観光大国にはなっていない。地域資源を磨いて観光大国を目指すべき」だ

と述べております。「地域を知らなければ地域を語れない、語れなければ人は来ない、地域の

人が語らなくて誰が語る、脱秋田商法とそして笑顔でのもてなし」も指摘しております。「2010

年度、東北新幹線青森駅開業で一気に変わる」と、このことを強調しておりました。「東京―

青森間が３時間で結ばれ東北は首都圏の庭となり、観光客がどっと押し寄せる可能性が高い。

そのときにどのように回遊させるか、青森まで来たお客さんをどこへ行かせるのか、受け入れ

体制をしっかりとしなければならない」ということで、津軽を結ぶ秋田県北地区の取り組みの

必要性を述べておりました。そして最後に、「大館の観光振興のために、点としては大館の町

並み、食などを磨く。線としては小坂・鹿角・十和田八幡平・鷹巣・森吉・角館を結ぶ。点と

点をストーリーでつなぐ。面としては広域でのアピール、情報発信、知名度アップ、プログラ

ムの多様化」などを述べております。この広域連携としては、「滞在メニューやプログラムの

多様化、ストーリーに従って時間を過ごす滞在客をふやす、ストーリーでつないだ広域の連携、

一体的なプロモーションの必要性」も述べております。いわゆる観光客、お客様にとっては自

治体の境界は全く関係がないのであります。以上のことを踏まえた観光振興について市長の

お考えをお伺いいたします。

　最後に、観光圏整備法の活用はでありますが、本年７月23日に施行された観光圏の整備に

よる観光旅客の来訪及び滞在の促進に関する法律、いわゆる観光圏整備法ですが、国土交通省

では今年度に補助事業などで支援する観光圏の募集がスタートしております。観光圏を整備す

るには観光関係者を初め、地域の幅広い団体や事業者が参加する協議会での検討を経て市町村

または都道府県が観光圏整備計画を国へ提出することであり、計画期間は５年程度となってお
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ります。観光圏整備の具体的な事業としては、観光圏のブランドの確立、滞在型への転換を推

進するため地域に独自の工夫を求めており、整備の方向としては、１つには宿泊の魅力の向上、

２つ目には観光コンテンツの充実、３つ目には移動の利便性向上、４つ目には観光案内及び観

光情報の提供といったテーマを示しております。これら観光圏整備法の活用について、市長は

どのようにお考えなのか御所見をお伺いいたしまして、私の一般質問を終わります。

　御清聴ありがとうございました。（拍手）（降壇）

〔市長　小畑　元君　登壇〕

○市長（小畑　元君）　ただいまの佐々木議員の御質問にお答えいたします。

　１点目、防犯メールについて。防犯メール活用のシステムと体制づくりについてでありま

すが、全国的な犯罪の発生件数は近年減少傾向にありますが、お年寄りや女性・子供などを標

的にした凶悪犯罪や、振り込め詐欺などの巧妙な知能犯罪などが増加しております。市民の生

命と財産を守ることは自治体の最も基本的な課題であり、本市でも安全で安心して暮らせるま

ちづくりに全力を挙げて取り組んでいるところであります。現在、市内すべての小学校でＰＴ

Ａ、大館市防犯協会などの防犯団体や地域住民が一体となってスクールガードを結成し、児童

の登下校時の付き添いやパトロール活動を行っております。また、秋田県警から大館市教育委

員会と各学校へ配信される不審者情報メール、大館市で独自に組織しております大館市生徒指

導協議会の連絡網を活用した不審者情報のファクス送信により情報を共有化し、必要に応じて

教師や保護者が見守り活動を強化するなどの体制がとられております。御質問の防犯メールは、

大館警察署が犯罪の発生情報などをタイムリーに電子メールで提供するシステムであり、登録

された方全員に無料で配信されております。まだ登録者が少ないとのことでありますが、本市

では行政協力員を初め地域とのさまざまなネットワークがあり、これと防犯メールシステムを

リンクさせるなど発展的に活用することが考えられることから、関係機関と早急に協議してま

いりたいと思います。

　２点目、あきた子育て緊急サポートネットについて。少子化対策の一環として、当市にお

いてもこのような仕組みづくりができないかということでありますが、あきた子育て緊急サ

ポートネットワークは、病気・病後児の保育や冠婚葬祭及び保護者の急な入院などの緊急時に、

子供の一時預かり・保育を行う事業であり、秋田県母子寡婦福祉連合会が厚生労働省の委託を

受けて実施しております。昨秋、秋田市に本部ができ事業開始され、この８月には横手市に県

南支部を立ち上げております。本市で行っている同様の事業としましては、直営事業として緊

急時の一時預かりを扇田保育園子育て相談室で、一時保育をたしろ保育園で実施しており、ま

た、委託事業として病後児保育を大館乳児保育園で、一時保育と夜間養護事業を白百合ホーム

で実施しております。いずれの事業も根強い需要があり、大館地域内での実施が懸案となって

おりました。そのため、秋田県母子寡婦福祉連合会に対しましては本市においても事業を実施

していただけるよう要望してまいることとしており、これが実現しますと現在行われている事
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業とあわせ子育てに対する支援内容の充実が図られるとともに、支援を受ける対象者も広がる

ものと思っております。

　３点目、がん征圧月間の取り組みについて。がん征圧月間についての周知徹底を図ったら

どうかということでありますが、議員御指摘のとおり、秋田県のがん死亡率は全国ワーストワ

ンで、本市においてもがんが死亡原因の第１位となっており、平成18年度のがん死亡率は人口

10万人当たり412.4人で、県の平均343.1人を大きく上回っております。がんの早期発見・早期

治療を推進するため、胃がん・大腸がん・肺がん・子宮がん・乳がんの５つのがん検診を実施

しておりますが、特に本年度は卵巣腫瘍検診を追加し、また、集団で実施する乳がん検診にマ

ンモグラフィを追加するなど内容の充実に努めております。検診の周知につきましては、年度

初めに年間の検診日程を記載した保健ガイドを毎戸配布した上で、検診の実施時期に合わせて

その都度広報で案内するとともに、はがきによる勧奨や保健衛生推進員によるチラシの回覧、

ポスターの掲示等も行っております。さらに、がん予防のための生活習慣の改善については、

各地区で実施する保健事業や栄養教室の中で保健師が個別に指導を行っております。今後なお

一層、がん検診の受診率向上を図るとともに生活習慣改善指導を推進し、９月のがん征圧月間

に合わせたがん予防の啓発周知にも努めてまいりたいと考えております。

　４点目、異常気象による災害対策と地球温暖化への取り組みについて。低炭素型の環境モ

デル都市宣言はというお尋ねでありますが、市では環境先端都市の実現を目指してさまざま

な環境事業を行っております。低炭素社会づくりに向けては、環境マネジメントシステムとリ

ンクさせた大館市役所地球温暖化防止実行計画エコプラン２１に二酸化炭素排出量の削減目標

数値を掲げ、毎年その実績を公表しているところであります。また、今春稼動した大館市北地

区学校給食センターは環境負荷の低減とコスト削減を両立したオール電化施設として、財団法

人ヒートポンプ・蓄熱センターから全国表彰を受けております。さらに、市民への省エネルギ

ー普及啓発事業として、東北電力と共同で高効率の電気温水器エコキュートの導入補助、広報

事業を昨年度から実施しており、企業との連携についても去る７月７日の洞爺湖サミットに合

わせて、市内のＩＳＯ１４００１認証取得企業で構成する大館市ＥＭＳネット合同のライトダ

ウンデーを実施したところであります。現在、新たな取り組みとしてバイオマスタウン構想の

策定を進めているところであり、これら複数の政策の結果として低炭素社会が形成されるもの

であります。議員御提言の低炭素型の環境モデル都市宣言の趣旨につきましては、本市が目指

します環境先端都市の構想の中に取り入れていきたいと考えております。また、このような環

境面での取り組みを進める一方で、災害が発生した場合に備え３月に地域防災計画の見直しを

行ったほか、防災訓練の実施、防災マップの全世帯配布、市職員の災害対応マニュアルの作成

など災害対策もあわせて進め、万全を期してまいりたいと考えております。

　５点目、大館能代空港の利用促進について。①大阪便初の２便化はどうであったのかとい

うことでありますが、利用状況が低迷している大阪便につきましては全日空においてもさまざ
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まな試行錯誤が行われており、昨年は夏の間、飛行機を大型化し、ことしはお盆の帰省時期に

合わせて８月９日から17日までの９日間が２便化されております。その結果、昨年の同期間の

利用者1,145人に対し、ことしは1,358人と18.6％向上しており、２便化の効果が大きいことが

実証されたと思っております。また、この期間、大館能代空港促進協議会11市町村の圏域住民

を対象とした片道1,000円のキャッシュバックを実施いたしましたが26人にとどまり、効果は

限定的であったことから周知方法等の再チェックを行ってまいります。

　②開港10周年。空港利用促進についての今後の展望でありますが、この10年間の利用者数

は約152万人となっており、圏域の高速交通体系の一翼を担ってきたことは確かであると考え

ております。しかしながら、行政報告で申し上げましたとおり、平成14年度を境に利用者が減

少し昨年度は13万7,000人とピーク時の81％に減少し、今年度に入っても歯どめがかかってい

るとは言いがたい状況にあります。原因は人口減少や景気低迷等一様ではありませんが、ダイ

ヤの利便性と料金設定が最も大きく影響するため、７月16日には東京全日空本社にダイヤの見

直しや利用料金の割引について要望し、18日には大阪支店にも要望しております。また、観光

利用については旅行商品の内容次第で伸びが期待できることから、エージェントを対象に冬季

の誘客キャンペーンを行っております。いずれ、空港の利活用は本市のみならず県北４市が中

心となり、圏域が一体的に行動することが最も大切であり、あきたの空港魅力倍増計画検討委

員会とも連携を図りながら、利用促進につなげてまいりたいと考えておりますので、御理解を

お願いいたします。なお、最後に追加として、ＡＮＡ本社を訪問した際の感触はどうだったか

という御質問がありましたので一言申し上げさせていただきますと、一般的に東京便につきま

しては極めて堅調であるという認識をＡＮＡ本社はお持ちになっております。いわゆる個札、

ネクタイをつけた方の利用が非常に多いわけでありまして、その意味ではこれからもまたいろ

いろな意味で改善することでまずは伸ばしていけるだろうという感触を得ております。

　６点目、観光資源と観光振興について。①文化観光講演会で専門家の提言をどのように受

けとめ、今後の取り組みは、②観光圏整備法の活用は。この２点につきましては、関連があ

りますので一括してお答え申し上げます。去る８月20日の文化観光講演会は、旅行代理店最大

手の経営者によるものであり、地域の観光の現状分析と御提言は適確で示唆に富むものであり

ました。特に、2010年には東北新幹線新青森駅開業により、東京―青森間が３時間10分で結ば

れることから、今が観光活性化の絶妙なタイミングであることや、小坂・角館・秋田を結ぶ新

たな周遊コースの創設などが力説され、本市が食の魅力と宿泊施設の数などから、観光拠点と

して有望であるとの助言は大変ありがたいものと受けとめております。講演で明らかになりま

したとおり観光の広域連携は観光行政上のキーワードであり、議員御指摘の観光圏整備法もこ

うした背景から数日間の滞在観光ができるエリアの整備を眼目として制定されたのであります。

本市には古くから培われてきた文化や食、新たに育成されたリサイクルや環境関連産業、そし

て周辺に立地する国立公園を初めとする数々の景勝地等々があり、それらを観光資源として磨
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きをかけ、他の市町村や関係機関と協働し一体的に整備する上で本制度は追い風となるもので

あることから、支援の前提となります観光圏整備計画を作成し国の事業採択に向け取り組んで

まいりますので、御理解をお願いいたします。

　以上であります。よろしく御理解を賜りますようお願い申し上げます。

○20番（佐々木公司君）　議長、20番。

○議長（虻川久崇君）　20番。

○20番（佐々木公司君）　観光振興について、私は、このことは毎回と言っていいぐらい取

り上げておりますけれども、2010年の青森駅開業というのは、遠いようで２年というのはあっ

という間に来ます。そういう意味で、このことを踏まえたプラン作成というものを本腰を入れ

てやらなければ、あっという間にその時期が来るのではないかと思いますので、その辺の具体

的な日程というものをどう考えているのかお伺いいたしたいと思います。そして、観光圏整備

計画ですけれども、これについても清水先生はおっしゃっていましたけれども、北東北の中心

として大館市の占める割合、役割が非常に大きいということで、大館市が束ねるという言葉を

使っておりましたけれども、このことはいかに大館市がリーダーシップをとってこの圏域をま

とめていくか、このことをおっしゃっているのではないかと思います。そういうことで、この

辺の市長の大きなリーダーシップというものについて再度お伺いしたいということと、もう一

つは、ＪＴＢの清水先生みたいな観光のプロというか専門家をぜひアドバイザーみたいな形で

お迎えして、そういうプランを作成していく考えはないかどうか、この３点をお伺いいたしま

す。

○市長（小畑　元君）　議長。

○議長（虻川久崇君）　市長。

○市長（小畑　元君）　３点についてお答えします。まず具体的なスケジュールとしまして

は、観光圏整備法で定めるところの整備計画を早急に作成すること、これがまずは何よりだと

思います。それからプラス、さきの他の議員の質問でもお答えしましたけれども、基本となる

セクションと言いましょうか、窓口を含めてきちんといろいろな意味での体制の整備が必要に

なってくると思います。それから、大館市が束ねるという意味は、さきの質問にも若干お答え

したところでありますけれども、実は皆さんびっくりされるかもしれませんが、今大館市はホ

テル建設ブームなのです。何でこんなにホテルが建つのかと皆さん御不審になっているかもし

れませんけれども、実際にホテルの利用を見てみますと現在でも結構使われております。空室

があってだめだという状況ではないのであります。ですからこの辺が、清水さんがおっしゃる

ところのポテンシャルの高さではないかと思うのです。ウ飼いのウ匠ではありませんけれども、

大館市が束ねて、そして他のいろいろな貴重な観光資源がたくさんあるわけですから、ここを

基地として各観光スポットなりを回っていただいて、我々が全体のコーディネートをして観光

スケジュールなり周遊スケジュールなりを組んでいけるようにしていくこと、それを清水先生
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がおっしゃっているのだろうと思います。その意味で、ポテンシャルがあるという一番大きな

中には宿泊能力、しかも旧来型の旅館ではなくて最新の都市型のホテル、これがどれだけの集

積があるかということも非常に重要な点ではないかと思うわけであります。それから、専門家

をアドバイザーとしていろいろお願いしたらどうだということで、清水さんが一番いいわけで

すけれども、御本人に聞いたら何ぼでも来るという話でありますし、いろいろな意味でこれか

らも御指導賜ればありがたいと思います。以上です。

○議長（虻川久崇君）　以上で、本日の一般質問を終わります。

　次の会議は、明９月９日午前10時開議といたします。

　本日は、これにて散会いたします。

午後２時57分　　散　　会
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